
第 3 回 国道 115 号相馬福島道路 道路整備に関する懇談会

日 時：平成28年 2月 5日（金）13:00～15:00

会 場：福島県伊達市

保原中央交流館 ３階 大会議室

次 第

１．開会

２．会長あいさつ

３．議事

（１）国道１１５号相馬福島道路の進捗状況

（２）福島県からの情報提供

（３）道路整備を活かした連携事例紹介

（４）意見交換

４．その他

５．閉会
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代理出席

1 会長 国土交通省 東北地方整備局 福島河川国道事務所長 永尾　慎一郎

2 副会長 国土交通省 東北地方整備局 磐城国道事務所長 坂井　康一

3 副会長 国土交通省 東北地方整備局 小名浜港湾事務所長 木本　仁

4 委員 福島県 商工労働部 部参事兼商工総務課長 五十嵐　明 欠席

5 委員 福島県 観光交流局 観光交流課長 吾妻　嘉博 総括主幹兼副課長 橋本公一

6 委員 福島県 土木部次長（道路担当） 佐藤　岩男

7 委員 福島県 県北地方振興局 次長 渡部　美香

8 委員 福島県 相双地方振興局 次長兼企画商工部長 中高　克郎 副部長　高橋英子

9 委員 福島県 県北建設事務所長 栁沼　政明

10 委員 福島県 相双建設事務所長 浦山　悦雄

11 委員 福島県 相馬港湾建設事務所長 宗像　良夫 企画管理課長 木下秀幸

12 委員 福島市 商工観光部長 若月　勉 欠席

13 委員 福島市 建設部長 鈴木　信良 欠席

14 委員 相馬市 産業部長 宇佐見　清

15 委員 相馬市 建設部長 中西　健一郎

16 委員 伊達市 産業部長 菅野　康弘

17 委員 伊達市 建設部長 佐藤　博史

18 委員 桑折町 産業振興課長 鈴木　日出夫

19 委員 桑折町 地域整備課長 増田　達也

20 委員 新地町 企画振興課長 泉田　晴平 課長補佐 菅野正浩

21 委員 新地町 建設課長 渡辺　祐吉

22 委員 福島商工会議所 専務理事 石井　浩

23 委員 相馬商工会議所 専務理事 和田山　雄康

24 委員 桑折町商工会 会長 渋谷　浩一

25 委員 伊達市商工会 会長 渡邊　武

26 委員 保原町商工会 副会長 渡辺　英人

27 委員 飯坂町商工会 副会長 高橋　義博

28 委員 新地町商工会 副会長 渡部　和志 欠席

29 委員 東日本高速道路株式会社 東北支社 福島管理事務所長 渡邊　正彦

30 委員 東日本高速道路株式会社 東北支社 いわき管理事務所長 小池　敏樹

敬称略

第3回 国道115号相馬福島道路　道路整備に関する懇談会　委員一覧
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国道１１５号相馬福島道路 

道路整備に関する懇談会 

設立趣意書 
 

国道１１５号相馬福島道路は、常磐自動車道と東北自動車道を結

ぶ約４５km の自動車専用道路であり、東日本大震災からの復興に向

けたリーディングプロジェクトとして早期完成を目指し、整備が進

められています。 

 

東日本大震災により深刻な打撃を受けた地域経済の持続的成長を

実現し、経済再生を図るためには、民間投資を喚起する成長戦略が

必要となっています。その中で、福島県北地域の沿岸部と内陸部の

連携を強化する新たな広域ネットワークを構築する本道路の整備に

よってもたらされる立地競争力の強化や、民間投資の誘発による需

要の拡大などのストック効果は、大きな役割を果たすことが期待さ

れます。 

 

このため、本道路のストック効果が最大限発揮できるよう、事業

の進捗状況を関係者間でこれまで以上に共有すると共に、本道路を

最大限に活用するための経済・観光振興等の取り組みについて、関

係者が一体となって議論することを目的に、国道１１５号相馬福島

道路 道路整備に関する懇談会を設立するものです。 
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国道１１５号相馬福島道路 道路整備に関する懇談会 

規約 

 

（名称） 

第１条 この懇談会は、国道１１５号相馬福島道路 道路整備に関する懇談会（以下、「懇 

談会」という。）と称する。 

 

（目的） 

第２条 懇談会は、国道１１５号相馬福島道路のストック効果が最大限発揮できるよう、 

事業の進捗状況を関係者間でこれまで以上に共有すると共に、本道路を最大限に 

活用するための経済・観光振興等の取り組みについて、関係者が一体となって議 

論することを目的とする。 

 

（組織） 

第３条 懇談会は、別表１に掲げる機関並びに職にあるものをもって構成する。 

   二 構成機関並びに構成員は、必要に応じ会長が発議し、審議を以って変更できる。 

   三 懇談会は、必要に応じてオブザーバーを置くことができる。 

   四 懇談会は、必要に応じて作業部会を設置することができる。 

 

（役員） 

第４条 懇談会に次の役員を置く。 

  （１）会長は、東北地方整備局福島河川国道事務所長とする。 

  （２）副会長は、東北地方整備局磐城国道事務所長及び小名浜港湾事務所長と 

     する。 

   

（懇談会） 

第５条 懇談会は、必要に応じ会長が召集し、国道１１５号相馬福島道路における次の事 

項について共有・議論を行う。 

  （１） 進捗状況等 

  （２） 利活用に関する意見および利活用方法 

  （３） 地域向けの情報発信方法 

  （４） その他、必要な事項に関すること 

 

（事務局） 

第６条 懇談会の事務局は、東北地方整備局福島河川国道事務所調査第二課・磐城国道事 

務所調査課・小名浜港湾事務所企画調整課に置くものとし、事務局長は、東北地方

整備局福島河川国道事務所副所長（道路）とする。 
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（雑則） 

第７条 本規約に定めるもののほか、懇談会の運営に関して必要な事項は会長が定める。 

 

 附則 この規約は、平成２７年３月２６日から施行する。 
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別表－１ 

国道１１５号相馬福島道路 道路整備に関する懇談会 

 

 構成機関 

国土交通省 東北地方整備局 

   福島河川国道事務所、磐城国道事務所、小名浜港湾事務所 

福島県 

福島市、相馬市、伊達市、桑折町、新地町 

福島商工会議所、相馬商工会議所 

桑折町商工会、伊達市商工会、保原町商工会、飯坂町商工会、新地町商工会 

東日本高速道路株式会社 東北支社 

   福島管理事務所、いわき管理事務所 

 

委  員 

会 長：東北地方整備局 福島河川国道事務所長 

副会長：東北地方整備局 磐城国道事務所長、小名浜港湾事務所長 

委 員：福島県 商工労働部 商工総務課長、観光交流局 観光交流課長 

        土木部次長（道路担当） 

県北地方振興局 次長、相双地方振興局 次長兼企画商工部長 

        県北建設事務所長、相双建設事務所長 

        相馬港湾建設事務所長、 

    福島市 商工観光部長、建設部長 

    相馬市 産業部長、建設部長 

    伊達市 産業部長、建設部長 

    桑折町 産業振興課長、地域整備課長 

    新地町 企画振興課長、建設課長 

    福島商工会議所 専務理事 

    相馬商工会議所 専務理事 

    桑折町商工会 副会長 

    伊達市商工会 会長 

    保原町商工会 副会長 

    飯坂町商工会 副会長 

    新地町商工会 副会長 

    東日本高速道路株式会社 東北支社 福島管理事務所長 

    東日本高速道路株式会社 東北支社 いわき管理事務所長 

敬称略 

事務局長：東北地方整備局 福島河川国道事務所副所長（道路） 

事 務 局：福島河川国道事務所 調査第二課、磐城国道事務所 調査課 

     小名浜港湾事務所 企画調整課 
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年度 開通⽬標 事　　　　項

H31以降

国道115号相⾺福島道路 道路整備に関する懇談会　今後の展開

H26

H27

H28

H29

H30

東北中央⾃動⾞道（福島〜⼤笹⽣）
阿武隈東道路

開通⽬標

東北中央⾃動⾞道（⼤笹⽣〜⽶沢）
阿武隈東〜阿武隈

霊⼭道路

開通⽬標

相⾺⻄道路　開通⽬標

第１回懇談会[H27.3.26] （ 事業概要及び整備効果の説明 ）

懇談会 （ 各⾃治体の利活⽤⽅針、地域連携の取り組み等について ）

各⾃治体による利活⽤・整備効果に関するとりまとめ（各企業や利⽤者団体へのヒアリングを実施等）

企業等による現地視察（相⾺港や⼯事現場等を予定）
※阿武隈東道路⾛⾏体験 等

第２回懇談会[H27.8.24] （ 現地視察＋県・各市町からの利活⽤等のプレゼン ）

第３回懇談会[H28.2.5] （ 地域連携の取り組みについて ）

企業の⽅々による現地視察[H27.12.11] （ 相⾺港、相⾺福島道路の視察 ）
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１．日時 平成２７年３月２６日（木）１４：３０～

２．場所 Ａ・Ｏ・Ｚ（アオウゼ） 視聴覚室（福島県福島市）

３．出席者
国土交通省 東北地方整備局 福島河川国道事務所長

磐城国道事務所長、小名浜港湾事務所長
福島県 商工労働部 商工総務課長、土木部次長（道路担当）

県北地方振興局 次長、相双地方振興局 次長兼企画商工部長（代理）
県北建設事務所長、相双建設事務所長、相馬港湾建設事務所長
福島市 商工観光部長（代理）、建設部長
相馬市 産業部長
伊達市 産業部長（代理）、建設部長
桑折町 産業振興課長、地域整備課長
新地町 企画振興課長、建設課長
福島商工会議所 専務理事
相馬商工会議所 専務理事
桑折町商工会 副会長
伊達市商工会 会長
保原町商工会 副会長
飯坂町商工会 副会長（代理）
新地町商工会 副会長
東日本高速道路株式会社 東北支社 福島管理事務所長、いわき管理事務所長

４．議事
１）道路整備に関する懇談会設立について
２）国道１１５号相馬福島道路の進捗状況
３）国道１１５号相馬福島道路及び相馬港の整備効果
４）意見交換

第１回国道１１５号相馬福島道路
道路整備に関する懇談会の開催状況

・３月の常磐道全線開通を始め、東北中央自動車道（福島～米沢）や霊山～福島間を除く相馬福島
道路の開通も見通しが公表され、これから数年で福島県北地方の高速ネットワークが劇的に変化する
ことから、相馬福島道路の効果を最大限活かした経済・観光振興等地域活性化に向けた利活用方策
について議論を行った。
・意見交換の中では、「インターチェンジに併設される道の駅による地域の魅力向上」、「県外も含めた
広域連携」「工業団地整備による企業誘致や雇用の創出」等について意見が出された。

▲懇談会全景 ▲意見交換（福島商工会議所 専務理事）
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１．日時 平成２７年８月２４日（火）１０：００～１５：００

２．場所 相馬市中央公民館 １階会議室（福島県相馬市）

３．出席者
国土交通省 東北地方整備局 福島河川国道事務所長

磐城国道事務所長、小名浜港湾事務所長
福島県 商工労働部 商工総務課長（代理）、土木部次長（道路担当）

県北地方振興局 次長、相双地方振興局 次長兼企画商工部長（代理）
県北建設事務所長、相双建設事務所長、相馬港湾建設事務所長
福島市 商工観光部長（代理）、建設部長
相馬市 産業部長、建設部長
伊達市 産業部長、建設部長
桑折町 地域整備課長（代理）
新地町 企画振興課長、建設課長
福島商工会議所 専務理事
相馬商工会議所 専務理事
桑折町商工会 会長
伊達市商工会 会長
保原町商工会 副会長（代理）
飯坂町商工会 副会長
東日本高速道路株式会社 東北支社 福島管理事務所長、いわき管理事務所長

オブザーバー 協三工業株式会社 生産部長

４．議事
１）国道１１５号相馬福島道路の進捗状況と整備効果等
２）利活用方策の発表
３）意見交換

第２回国道１１５号相馬福島道路
道路整備に関する懇談会の開催状況

・第２回となる今回は、地元自治体の方々から相馬福島道路の利活用方策等を発表していただき、高
規格ネットワークを活用した経済・観光・地域活性に向けた取り組みについて議論を行った。また、懇
談会に先立ち、相馬港や相馬福島道路等の現地視察を行った。
・意見交換の中では、「観光資源の魅力向上や隣県、首都圏への情報発信」、「新たな観光周遊ルー
トの開発」、「浜通り、内陸での企業交流や雇用の創出」「相馬港の活用」等について意見が出された。

▲懇談会全景 ▲現地視察状況

82730571
タイプライターテキスト
１０



■開催状況

開催日時 平成２７年１２月１１日（金）１２：３０～１７：００

見学場所 相馬港（ポートセールス含む）、国道１１５号相馬福島道路（阿武隈東道路）

参 加 者 福島市等の企業の方々 ６名（６社）

企業の方々による現地視察開催状況
～国道１１５号相馬福島道路道路整備に関する懇談会～

■概要

国道１１５号相馬福島道路 道路整備に関する懇談会では、平成２７年３月から関係機関とともに相
馬福島道路の利活用による経済・観光振興等地域活性化の取り組みについて議論しているところで
す。
今年度、懇談会メンバーである福島市において、相馬福島道路の利活用による意向を確認するた

めに行った企業アンケートの中から、国道１１５号や相馬港を利用している、あるいは利用意向のある
企業の方々を対象とした「現地視察」を行いました。
現地視察では、企業の方々から「開通後の休憩施設」や「除雪施設や除雪体制」等について質問

が出されました。

▲ポートセールス（相馬港） ▲相馬港の説明状況

▲相馬福島道路の説明状況 ▲相馬福島道路の説明状況

82730571
タイプライターテキスト
１１



相馬福島道路の進捗状況

平成２８年２月５日

国土交通省 東北地方整備局

福島河川国道事務所

磐 城 国 道 事 務 所

資料－１



【平面図】

【縦断図】
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①相馬西道路 進捗状況 (平成２７年１２月末現在）
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【事業経緯】
Ｈ２３事業着手
Ｈ２４用地着手
Ｈ２４工事着手
Ｈ３０開通予定

【事業費】
全体事業費 ２２０億円
Ｈ２７当初 ５９億円

【進捗状況】
用地進捗率 約９９％
（H27.12.31時点）

事業進捗率 約３７％
（H27.3.31時点）

【H27年度事業内容】

・荒屋舗橋、今田高架橋、

塩手山トンネル、円渕トン

ネルに着手中

え ん ぶ ち

よ こ か わ

し お で や ま

い ま だ

あ ら や しき

延長６ｋｍ

平成３０年度 完成２車線開通予定

１

３
４

えんぶち

円渕トンネル

４ ３

しおでやま

塩手山トンネル

２

いまだ
今田高架橋

１

荒屋舗橋下部工
あらやしき

２

2



阿武隈東道路 延長１０．７ｋｍ

延長23m

延長968m

延長1,319m
延長1,023m

延長1,492m

延長24m

延長98m

延長68m

延長61m

延長134m

延長120m

T’05=2,269台／日

T’99=2,332台／日

延長14m

完

完

完
完

(仮)

(仮)

(仮)

(仮)

(仮)

(仮)

(仮)

(仮)

(仮)

(仮)

(仮)

(仮)

完

相
馬
市
山
上

そ
う
ま
し

や
ま
か
み

相
馬
市
東
玉
野

そ
う
ま
し

ひ
が
し
た
ま
の

平成２８年度 完成２車線開通予定

（仮）阿武隈東IC

（仮）相馬西IC

完

完

完３４

まつがぼう

うたがわ

おぎだいら

おぎだいら

にしならばい

ならばい

ならばい

ひがしならばい

ものくら

どうきり

至

相
馬
市
街
地

至

福
島
市

②阿武隈東道路 進捗状況 (平成２７年１２月末現在）

あ ぶ く ま ひ が し

【事業経緯】
Ｈ１６事業着手
Ｈ１８用地着手
Ｈ１９工事着手
Ｈ２８開通予定

【事業費】
全体事業費 ３７０億円
Ｈ２７当初 ８億円

【進捗状況】
用地進捗率 １００％
（H27.12.31時点）

事業進捗率 約９５％
（H27.3.31時点）

【 H27年度事業内容】

・楢這橋、玉野トンネルに着手中

たまの

たまのがわ

至：相馬市
国道115号タッチ部

１

楢這トンネル（完）
ならばい

５

５

松ヶ房トンネル（完）
まつがぼう

６

７

６

１

２

７

玉野トンネル
たまの

にしならばい

西楢這橋(完)

４

ひがしならばい

東楢這橋(完)楢這橋
ならばい

２３

完

完

3



あ ぶ く ま ひ が し あ ぶ く ま

阿武隈東道路

相馬市

伊達市

（仮）阿武隈東IC

霊山道路

飯舘村

（仮）阿武隈IC

阿武隈東～阿武隈 延長５ｋｍ

１１５

１１５

特殊通行規制区間L=11.5km（土砂崩落）異常気象時通行規制区間L=7.5km（連続雨量１２０mm）

１

りょうぜん あぶくまひがし

（仮）堤下橋
Ｌ＝33.5m

（仮）彦平橋
Ｌ＝43.7m

【事業経緯】
Ｈ２３事業着手、Ｈ２３用地着手
Ｈ２５工事着手、Ｈ２９開通予定

【事業費】
全体事業費 １５０億円、Ｈ２７当初 １０億円

【進捗状況】
用地進捗率 約９９％ （H27.12.31時点）
事業進捗率 約６１％ （H27.3.31時点）

【 H27年度事業内容】

改良工事推進

堤下橋を工事中

彦平橋の工事に着手予定

国道115号
③阿武隈東～阿武隈 進捗状況 (平成２７年１２月末現在）

相
馬
市
東
玉
野

そ
う
ま
し

ひ
が
し
た
ま
の

伊
達
市
霊
山
町
石
田

だ
て
し

り
ょ
う
ぜ
ん
ま
ち
い
し
だ

あ ぶ く ま ひ が し あ ぶ く ま

相馬市

平成２９年度 完成２車線開通予定

堤下地区 Ｈ２７．１１撮影

至相馬市

至福島市

Ｔ10＝3,861台/日

至相馬

至福島

２

２

３

Ｈ２７．１１撮影至相馬

至福島

３ 大同下地区

彦平橋予定地

阿武隈東IC周辺
あぶくまひがし

Ｈ２７．１１撮影

至福島

１
至相馬

４

だいどうした つつみした

阿武隈ＩＣ周辺
あぶくま

堤下橋

４

至福島

至相馬
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Ｎ

だ

て

り
ょ
う
ぜ
ん
ま
ち
い
し
だ

伊
達
市
霊
山
町
石
田

４

【事業経緯】
Ｈ２０事業着手
Ｈ２２用地着手
Ｈ２４工事着手
Ｈ２９開通予定

【事業費】
全体事業費 ３３２億円
Ｈ２７当初 ６２億円

【進捗状況】
用地進捗率 約９９％

（H27.12.31時点）
事業進捗率 約７０％

（H27.3.31時点）

【 H27年度事業内容】

・月舘高架橋ほか３橋工事中

・七ツ窪トンネル他４トンネル

を工事中

伊
達
市
霊
山
町
下
小
国

だ

て

り
ょ
う
ぜ
ん
ま
ち
し
も
お
ぐ
に

霊山道路 延長１２ｋｍ

至福島

115

349

石田川

349

115

至相馬

至川俣

（仮）霊山I.C.

（仮）阿武隈I.C.

相 馬 市

伊 達 市

399 飯 館 村

まきばのｼﾞｬｰｼﾞｰ

市）犬飼・茶畑線

県）浪江・国見線

市）大城線

１

異常気象時 通行規制区間
L=7.5km (連続雨量120mm)

小
国
川

広
瀬
川 行合道橋

L=38m

庄司渕トンネル
L=929m

熊屋敷橋
L=６７m

広前橋
L=８１m

金弁蔵トンネル
L=６２６m

ゆきあいどう

しょうじぶち

くまやしき

ひろまえ

こんべんぞう

犬飼大橋
L=１７３m

布川大橋
L=２０３m

腰巡トンネル
L=８８９m

七ッ窪トンネル
L=1,404m

馬舘山トンネル
L=367m

当保志橋
L=８０m

境ノ目トンネル
L=１７５m

宝直トンネル
L=１６１m

いぬかい

ぬのかわ

ほうじき

ななつくぼ

とうほし

まだてやま

月舘高架橋
L=４６２m

御代田こ道橋
L=39.7m

みよた

りょうぜん

こしめぐり

④霊山道路 進捗状況 (平成２７年１２月末現在）

りょうぜん

さかいのめ
つきだて

平成２９年度 完成２車線開通予定

完

完

完

完完

完
3５

６

１ 川向地区
かわむかい

Ｈ２７．１１撮影 Ｈ２７．１１撮影 Ｈ２７．１１撮影 Ｈ２７．１１撮影

Ｈ２７．１１撮影Ｈ２７．１１撮影

至相馬

至相馬

至相馬
至相馬

至相馬

至相馬

至福島

至福島

至福島
至福島

至福島

至福島

月舘高架橋

庄司渕トンネル

熊屋敷橋

行合道橋

御代田跨道橋

Ｒ349

Ｒ115
Ｒ115

2
庄司渕トンネル
しょうじぶち

３ 大城地区
おおき

４ 月舘高架橋
つきだて

５ 御代田地区
み よ た

６ 霊山ＩＣ周辺
りょうぜん

２
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⑤ 霊山～福島 進捗状況 (平成２７年１２月末現在）

霊山～福島 延長１２．２km

福島北ＪＣＴ橋
L=42m

桑折高架橋
L=1,218m

国道４号跨道橋
L=41.5m

阿武隈川橋
L=398m

上保原こ道橋
L=21m

東根川橋
L=236m

伏黒こ道橋
L=33m

上保原こ線橋
L=47m

古川橋
L=352.4m

下小国橋
L=130m

掛田橋
L=166m

２工区 L=2.8km １工区L=7.4km３工区 L=2.0km 

掛田トンネル
L=421m

上保原トンネル
L=305m

富沢トンネル
L=433m

349

4
399399

115115

伊
達
郡
桑
折
町
大
字
松
原

伊
達
市
霊
山
町
下
小
国

霊山道路（事業中）
L=12.0kmだ

て
ぐ
ん
こ
お
り
ま
ち
お
お
あ
ざ

ま
つ
ば
ら

だ
て
し

り
ょ
う
ぜ
ん
ま
ち

し
も
お
ぐ
に

福 島 県

桑折町

伊達市

至福島市

至相馬市

至仙台市

凡例

埋蔵文化財

りょうぜん ふくしま

（仮称）国道４号IC

（仮称）福島保原線IC

（仮称）福島北JCT

（仮称）霊山IC

【事業経緯】
Ｈ２５事業着手
Ｈ２６用地着手
Ｈ２６工事着手

【事業費】
全体事業費 ５２０億円
Ｈ２７当初 ４５億円

【進捗状況】
用地進捗率 約７７％

（H27.12.31時点）
事業進捗率 約 ８％

（H27.3.31時点）

【 H27年度事業内容】

・用地買収推進

・橋梁、トンネル詳細設計

・道路改良工事推進

・桑折高架橋に着手

宮本こ道橋
L=32m

栃窪地区（伐採終了）１

１

柱田トンネル
L=301m

桑折地区（畦畔設置）３

３

２

上ノ台地区（埋蔵文化財調査）２
とちくぼ うえのだい こおり

Ｈ27.12.22撮影 Ｈ27.12.22撮影Ｈ27.11.13撮影

伝樋川橋
L=118m
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福島県の観光の現状と施策概要

平成２８年２月５日
福島県 観光交流局 観光交流課

資料－２



１ 震災後の観光客の入込状況

震災直後の平成２３年よりは回復しているものの、震災前の水準には戻っていない。
● 観光客入込状況（延べ人数）

平成26年（1～12月 46,892,918人) →平成22年比 約82.0% (△18.0%)
平成25年（1～12月 48,314,763人） →平成22年比 約84.5% (△15.5%)
平成24年（1～12月 44,459,024人） →平成22年比 約77.8% (△22.2%)
平成23年（1～12月 35,211,010人） →平成22年比 約61.6% （△38.4%)
平成22年（1～12月 57,179,069人）

● 観光庁宿泊統計（観光目的の宿泊者数が50％以上の施設分（延べ））
平成26年(1～12月 5,341,020人泊) →平成22年比 約84.0% (△16.0%)
平成25年（1～12月 5,098,920人泊） →平成22年比 約80.2% (△19.8%)
平成24年（1～12月 4,645,320人泊） →平成22年比 約73.0% (△27.0%)
平成23年（1～12月 5,124,410人泊） →平成22年比 約80.6% (△19.4%)
平成22年（1～12月 6,359,610人泊）
※ 平成23年の宿泊者数には、二次避難者を含む。
※ 平成22年1月～3月には、従業者数10人以下の施設は含まない。 1

福島県の観光の現状（全体）



福島県の観光の現状（全体）
全

2



福島県ではこれまで、歴史学習や豊かな自然環境を生かした体験学習を推進し、延べ宿泊者
数で年間70万人を超える子どもたちを受け入れてきました。

しかし、東日本大震災及び福島第一原発事故による風評などの影響もあり、平成23年度は約
13万人と震災前の2割まで減少しました。平成26年度は約35万人まで回復したものの、震災前の
４９．４％にとどまり、依然として厳しい状況が続いております。

福島県の観光の現状

3

727,275 
709,932 
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240,148 
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福島県教育旅行の入込調査数



4

３ 外国人観光客の入込状況
● 外国人延べ宿泊者数（従業員１０人以上の施設） 出展：観光庁宿泊統計調査

平成２６年（1月～12月）３７，１５０人泊
→平成22年比 ４２．６% 

平成２５年（1月～12月）３１，３００人泊
→平成22年比 ３５．９%

平成２４年（1月～ 12月）２８，８４０人泊
→平成22年比 ３３．１%

平成２３年（１月～12月）２３，９９０人泊
→平成22年比 ２７．５% 

※ 地域別では台湾が最も多く、続いてアメリカ、中国、韓国と続く。

● トピックス
平成２６年

台湾、ベトナム、インドネシアなどからの福島空港チャーター便が運航される
平成２７年

ベトナム及び台湾からの福島空港チャーター便の運航。
タイから震災後初となる大型インセンティブ旅行の誘致・催行。

インバウンドに関する状況



○観光客の入込については、大
河ドラマやプレＤＣなど継続的な
復興キャンペーンの効果により、
回復傾向が見られるが、県全体
としては、震災前のレベルまでは
回復していない状況（85%程度）

である。引き続きＤＣを核とした
本県の魅力の発信と誘客に向け
た強力な取組を進めるとともにＤ
Ｃ以降に向けおもてなしの向上
や観光素材の磨き上げ、人材の
育成など観光の基礎力の向上に
取り組む必要がある。

○インバウンドや教育旅行につい
ては、原発事故の風評の影響が
大きく、震災前の4割程度にとど

まっており、より効果的な情報発
信、誘客の取組が求められてい
る。

○定住・二地域居住の推進につい
ては、放射線の不安による相談
減少、社会貢献を希望する相談
増などに加え、地方創生の動き
も踏まえた状況の変化に対応し
た対策が必要。

①観光復興キャンペーン関連事業
・観光復興総合対策事業
－首都圏での七転び八起きPRキャラバン等の実施、アドバイザー派遣
やワークショップ等による観光素材の発掘、磨き上げ、

地域の核となる人材の育成、おもてなし研修会の開催、
周遊観光対策、浜通り観光対策等

・観光誘客プロモーション事業
－メディア等を活用した広報宣伝活動、ＩＴ等を活用した誘客対策、
交通事業者と連携したプロモーション、団体バス等の経費補助等

・デスティネーションキャンペーン推進事業
－本番DCの開催及びアフターDCの準備事業等

・スキーエリア誘客緊急対策事業
・会議等誘致・交流促進事業
－研修・合宿実施、コンベンション開催への助成

②インバウンド関連事業
－主要市場におけるプロモーション、福島特例通訳案内士の育成・活用、
外国人観光客の受入体制の強化

③教育旅行関連事業
・教育旅行再生事業
－福島ならではの震災学習としての「語り部」の育成・強化
教育旅行モデルコースの造成・検証、教育旅行関係者の招へい
メディアを利用した教育旅行PR 等

・教育旅行復興事業
－県外学校誘致のためのバス代の一部を補助

④定住・二地域居住関連事業
－10月17日（土）東京国際フォーラムにてふくしま大交流フェア開催

ふくしまファンクラブ会員（1万5千人）に向けた情報発信
移住等のための専門窓口の設置、田舎暮らしセミナーの開催 等

①観光復興キャンペーン

②インバウンド対策

③教育旅行の誘致

現状と課題 柱 関 連 事 業

④定住・二地域居住
の推進

平成２７年度観光関連施策概要



「第３回　国道115号相馬福島道路　道路整備に関する懇談会」に向けたアンケート調査結果

・質問１．相馬福島道路の開通を見据えた地域連携アクションが必要と考えられるテーマ（複数回答可）
福島県
商工

労働部

福島県
観光

交流局

福島県土木部・
県北建設・
相双建設

福島県
県北

地振局

福島県
相双

地振局

福島県
相馬
港湾

福島市
商工観光部・

建設部

相馬市
産業部

相馬市
建設部

伊達市
産業部・
建設部

桑折町
産業振興課・
地域整備課

新地町
企画振興課・

建設課

福島
商工

会議所

相馬
商工

会議所

桑折町
商工会

伊達市
商工会

保原町
商工会

飯坂町
商工会

新地町
商工会

回答
数

回答
率

○ ● ● ● ○ ● ● ○ ● 9 47%

● ● ● ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ○ 12 63%

● ● ● ● ● ● ○ ○ ● ○ ● ○ ○ 13 68%

○ ● ● ● ● ● ○ ○ ● ● ○ ● ○ ○ ○ 15 79%

● ● ● ● ○ ● ○ ○ 8 42%

　 ●・・・質問３（地域連携アクションについての意見等）の回答があったもの（３頁を参照）

・質問２．地域連携アクションについて検討していく上で興味のある事例（複数回答可）

テーマ
事例
No.

事例の概要
福島県
商工

労働部

福島県
観光

交流局

福島県土木部・
県北建設・
相双建設

福島県
県北

地振局

福島県
相双

地振局

福島県
相馬
港湾

福島市
商工観光部・

建設部

相馬市
産業部

相馬市
建設部

伊達市
産業部・
建設部

桑折町
産業振興課・
地域整備課

新地町
企画振興課・

建設課

福島
商工

会議所

相馬
商工

会議所

桑折町
商工会

伊達市
商工会

保原町
商工会

飯坂町
商工会

新地町
商工会

回答
数

回答
率

① ・企業間の取引拡大・連携強化を図る　商談・展示会の開催 ○ ○ ○ ○ ○ 5 26%

②

・自動車関連企業の取引拡大に向けた、
　他県への企業向けオフィスの設置
・入居企業に対し、自動車メーカーとの人脈づくり支援、
　営業戦略の指導などを実施

○ ○ ○ 3 16%

③
・自動車産業に関連する３団体が、
　県境を越えた企業連携等を促進するため、
　合同の「自動車産業交流ツアー」を実施

○ ○ 2 11%

⑬
・２つの県が相互に連携・協力し、観光ＰＲを実施
　（両県庁のＰＲコーナーや両県の広報誌等で相互に観光ＰＲ） ● ● ● ● ○ 5 26%

⑭
・２つの県が共同して観光ＰＲ等を実施
　（両県の広報誌で相互に観光ＰＲ、共通の観光パンフ作成、
　　メディアによる共同観光ＰＲ等）

● ● ● ○ ○ ○ ○ 7 37%

⑮
・福井県内の観光関連事業者と
　中京地域の旅行会社等を対象に個別商談会を開催 0 0%

⑯
・２つの県が連携し、互いの県を訪問・体験する
　日帰りバスツアーを実施 ○ ○ ○ 3 16%

⑰
・２市の朝市が効果的な情報発信や誘客拡大を図るため、
　連携交流協定を締結し、相互出店やパンフレット配布などを実施 ● 1 5%

⑱
・２つの県庁舎食堂において、
　互いの県の特産品メニューを販売 ○ 1 5%

⑳
・「道の駅」同士の連携イベントの開催
　（3箇所の各「道の駅」で、自慢の商品の一部を
　　100円で販売、振る舞い鍋を配布）

● ○ ● ○ 4 21%

㉑
・フルーツライン・スタンプラリーの開催
　（「道の駅」等でスタンプを集め、特産品が当たる） ○ ○ 2 11%

・・・回答数が3以上の事例 　　●・・・事例を選択した理由について回答があったもの（次頁を参照）

26%

16%

5%

16%

21%

32%

16%

11%

26%

0%

１．工業

４．観光

⑲ ・高速道路沿線に立地する動物園・水族館が連携
　（スタンプラリー等のイベントを共同で実施）

２．農林
水産業

⑦
・農商工連携等の有識者による講演会、
　先進事例についての勉強会、事業者の名刺交換会等を行う
　農商工連携セミナーを開催

３．物流

⑧

・陸送で京浜港を利用しているコンテナ貨物を、
　常陸那珂港経由で輸送する社会実験の実施
　（常陸那珂港まで北関東道、
　　常陸那珂港～京浜港は内航フィーダー船で輸送）

⑨ ・複数の荷主が貨物船を共同チャーターして
　「合い積み輸送」を行うことで輸送費を削減

④ ・食品関連企業向けの商談会を実施

⑤
・関西方面の料理関係者を招き、
　生産現場の視察や意見交換会を実施

⑥
・２つの県で実施している物産イベントに
　相互にブースを設置し、両県の農水産物等をＰＲ

⑩

○ 5

地域連携アクションが必要と考えられるテーマ

　１．工業

　２．農林水産業

　３．物流

　４．観光

　５．観光（道の駅）

●

○

3

●

○

○

● ○

●

1

● ○

●

○ 3

4● ○

2

6

● ○ 3

●

0

○ ○ 5

●

●

● ●

●

●

○

●

５．観光
（道の駅）

⑫ ・大口荷主の開拓への助成を実施
　（新規開拓した運送事業者に補助金を交付）

・コスト比較等を行う荷主に対し、
　補助金を交付するトライアル輸送への助成を実施

⑪ ・混載貨物の輸送への助成を実施
　（物流事業者に対し補助金を交付）

●

●

○

○

資料－３
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「第３回　国道115号相馬福島道路　道路整備に関する懇談会」に向けたアンケート調査結果

・質問２で選択した事例に興味がある理由

選択した
事例No.

福島県
観光交流局 ⑬

福島県
土木部 ⑧⑭

福島県
県北地振局 ⑬

福島県
相双地振局 ⑬⑭

福島県
相双建設 ⑲

福島県
相馬港湾 ⑧⑨⑪

福島市
商工観光部・

建設部

⑧

⑳

相馬市
産業部

⑥⑦⑧
⑩⑬

相馬市
建設部

④⑤⑭
⑰⑲

桑折町
産業振興課・
地域整備課

⑦

相馬
商工会議所

⑧⑨
⑩⑪

飯坂町
商工会 ④ 観光客への鮮魚素材の提供（飯坂特産として）

福島県北地域や米沢市からの貨物は、高い陸上輸送コストを要した京浜港利用割合が高い状況にあるが、
無料で利用できる相馬福島道路・東北中央自動車道の開通により、相馬港を利用した大幅な輸送コスト削減効果が可能となる貨物が潜在する。

港湾所在のメリットを活かした地域全体の活性化と観光物産を利用した交流人口の拡大を図るため。

漁港施設等を活用した水産物の販路拡大に向けた取り組みや自治体間の観光施設の連携による広域観光の促進を図るため。

地域の特徴を生かした６次産業化を図るためには、農商工の連携が必要と考えるため。

福島県内（県北・相双）での連携も併せて強化する必要がある。
①んめーべ、セデッテかしまでの相互物産市や②霊山、鹿狼山、半田山などの低山登山者向けスタンプラリー等を実施することも必要。

共通する資源だけでなく、各市町村が独自にもつ資源
（例えば「食」分野であれば、観光資源②の果物のほかに、相馬市の海産物など）を含めた連携も考えられる

相馬港利用促進対策の参考となるため。

福島市内企業の物流コスト削減のため相馬港利用を周知していきたい。

地域の特色を活かした道の駅の整備を進め、近隣道の駅とも連携が図られるようにしていきたい。

選択した事例に興味がある理由

互いの観光パンフレット等で広域情報として観光情報を掲載など

相馬福島道路を有効に活用するためには、相馬港物流圏域や周遊観光エリアの拡大が、特に重要な要素であると考えられるため。

地域活性化をはじめ、地方創生（地域振興）を推進していく観点からは、「連携による取組」が極めて重要であるところ。
中でも、当振興局との関わりでは、地域間で連携しての観光ＰＲが可能であり、取組の参考となるため。

２



「第３回　国道115号相馬福島道路　道路整備に関する懇談会」に向けたアンケート調査結果

・質問３．地域連携アクションについての意見等

伊達市
商工会 民間への周知

福島
商工会議所

道路が開通することによる交流人口の拡大、工業誘致等も含めた新たなまちづくり構想も視野に入れて取り組む必要がある。
また、広域関係を軸とした観光圏、観光ルートの策定、地域間交流促進につながるイベント等の実施が必要。

相馬
商工会議所 福島・相馬・米沢3商工会議所地域経済開発懇談会及び行政（相馬港湾建設事務所）と連携し相馬港利用拡大に向けた取り組みを進める。

桑折町
産業振興課・
地域整備課

先進地の事例を参考にした調査・研究が必要と考えます。

相馬市
建設部 相馬福島道路を契機とした地域づくり、地域活性化の一つの手段として検討していきたい。

福島市
商工観光部・

建設部
「福島・相馬・米沢地域経済開発懇談会（商工会議所主催）」に参加して地域連携について一緒に考えていきたい。

相馬市
産業部 各々の特色を上手に生かしながら連携を図ることにより、地域全体の振興に繋げたい。

福島県
県北建設

相馬福島道路に限らず、地域振興の観点から、各主体が必要に応じて連携しながら、各々の活動を活発化させることは肝要と考えます。
県管理道路の管理者の立場としては、適切な道路の管理に努めてまいります。

福島県
相双建設 沿線市町村が連携した取り組みを実施するのはどうか。（観光や食に関するマップ作成など）

福島県
相馬港湾

物流について当懇談会の意見を踏まえ、県・市・町・商工関係が一つのパーティーを組み、地元企業に対しPRすることが大切であり、
そのためには、例えば合積みや混載輸送を国土交通省においてモデル事業に採択してもらうことなどが必要と考える。

福島県
土木部

各分野間や地域間の連携を図ることにより、相馬福島道路の利活用に繋げ、通過エリアだけでなく、その周辺地域においても活性化が図られるように
連携していくことが必要である。また、連携アクションを通して、沿線自治体の意見要望等を共有し、利活用を支援するインフラ整備や道の駅での情報提供など
防災機能の強化にも繋げていきたい。

福島県
県北地振局

本県の復興再生及び地方創生が喫緊の課題となる中、高速交通体系の整備により、企業の取引機会の増加、
ネットワークの形成強化及び誘客促進等がさらに期待される。また、「連携による取組」の重要性が指摘されていることからも、相馬福島道路の開通を見据え、
異業種間も含めた連携の取組を促進していく必要がある。

福島県
相双地振局 農林水産セクションとの連携も必要なのではないか。（県農林水産部や県北・相双両農林事務所など）

３



■参考資料：テーマ毎にみた地域連携アクション事例および第２回懇談会での意見（該当分野）一覧

国 県 市町村 商工会 民間等
福島県
土木部

相馬市
建設部

新地町
建設課

伊達市
建設部

桑折町
地域

整備課

福島市
建設部

福島
商工

会議所

相馬
商工

会議所

桑折町
商工会

伊達市
商工会

保原町
商工会

飯坂町
商工会

福島市
商工

観光部

伊達市
産業部

新地町
企画

振興課

福島県
商工

労働部

福島県
県北

地振局

福島県
相双

地振局

① ・企業間の取引拡大・連携強化を図る商談・展示会の開催 ○ ○

②
・自動車関連企業の取引拡大に向けた、他県への企業向けオフィスの設置
・入居企業に対し、自動車メーカーとの人脈づくり支援、営業戦略の指導などを実施 ○

③
・自動車産業に関連する３団体が、県境を越えた企業連携等を促進するため、
合同の「自動車産業交流ツアー」を実施

業界団体

⑬
・２つの県が相互に連携・協力し、観光ＰＲを実施
　（両県庁のＰＲコーナーや両県の広報誌等で相互に観光ＰＲ） ○

⑭
・２つの県が共同して観光ＰＲ等を実施
　（両県の広報誌で相互に観光ＰＲ、共通の観光パンフ作成、メディアによる共同観光ＰＲ等） ○

⑮ ・福井県内の観光関連事業者と中京地域の旅行会社等を対象に個別商談会を開催 ○
県

観光連盟

⑯ ・２つの県が連携し、互いの県を訪問・体験する日帰りバスツアーを実施 ○

⑰
・２市の朝市が効果的な情報発信や誘客拡大を図るため、連携交流協定を締結し、
相互出店やパンフレット配布などを実施

朝市組合

⑱ ・２つの県庁舎食堂において、互いの県の特産品メニューを販売 ○

⑳
・「道の駅」同士の連携イベントの開催
　（3箇所の各「道の駅」で、自慢の商品の一部を100円で販売、振る舞い鍋を配布）

各道の駅

㉑
・フルーツライン・スタンプラリーの開催
　（「道の駅」等でスタンプを集め、特産品が当たる） ○ ○ 各道の駅

利活用方策の発表 意見交換

１．工業 ○ ○

テーマ

他地域における高速道路の開通を契機とした連携アクション事例 第２回懇談会での福島相馬道路の利活用方策に関する意見（該当分野の整理）

事例
No. 事例概要

実施主体

○○ ○

銀行

○
２．農林水産業

④ ・食品関連企業向けの商談会を実施

⑥ ・２つの県で実施している物産イベントに相互にブースを設置し、両県の農水産物等をＰＲ

⑦
・農商工連携等の有識者による講演会、先進事例についての勉強会、
事業者の名刺交換会等を行う農商工連携セミナーを開催 ○

○

⑤ ・関西方面の料理関係者を招き、生産現場の視察や意見交換会を実施 ○
○ ○○ ○○

JA

３．物流

⑧
・陸送で京浜港を利用しているコンテナ貨物を、常陸那珂港経由で輸送する社会実験の実施
（常陸那珂港まで北関東道、常陸那珂港～京浜港は内航フィーダー船で輸送） ○

⑩ ・コスト比較等を行う荷主に対し、補助金を交付するトライアル輸送への助成を実施 ○

関係団体

⑨ ・複数の荷主が貨物船を共同チャーターして「合い積み輸送」を行うことで輸送費を削減 ○ ○

○○ ○ ○○

○

○

⑫
・大口荷主の開拓への助成を実施
　（新規開拓した運送事業者に補助金を交付） ○

⑪
・混載貨物の輸送への助成を実施
　（物流事業者に対し補助金を交付） ○ ○ ○

○○ ○４．観光

⑲
・高速道路沿線に立地する動物園・水族館が連携
　（スタンプラリー等のイベントを共同で実施）

○ ○ ○○ ○ ○ ○

○

各施設

５．観光
（道の駅）

○ ○

○○ ○

 ４



「第３回　国道115号相馬福島道路　道路整備に関する懇談会」に向けたアンケート調査へのご協力のお願い

・第２回懇談会で挙げられた意見のうち、複数の地域が連携して取り組むことによって効果の発現が期待されるテーマについて、具体の地域連携アクション事例や関連する地域現況を下表の通り整理しました。
　（地域連携アクション事例の詳細については、別添のパワーポイント資料を参照ください。）
・下表の内容を一通り確認していただいた上で、アンケート調査に回答をお願いします。

■テーマ毎にみた地域連携アクション事例および関連する地域現況、第２回懇談会での意見（該当分野）一覧

国 県 市町村 商工会 民間等
福島県
土木部

相馬市
建設部

新地町
建設課

伊達市
建設部

桑折町
地域

整備課

福島市
建設部

福島
商工

会議所

相馬
商工

会議所

桑折町
商工会

伊達市
商工会

保原町
商工会

飯坂町
商工会

福島市
商工

観光部

伊達市
産業部

新地町
企画

振興課

福島県
商工

労働部

福島県
県北

地振局

福島県
相双

地振局

1 ・企業間の取引拡大・連携強化を図る商談・展示会の開催 ○ ○ H25製造品出荷額等（億円） 47,625 23,958 6,177 581 1,350 1,552 95 5,225

2
・自動車関連企業の取引拡大に向けた、他県への企業向けオフィスの設置
・入居企業に対し、自動車メーカーとの人脈づくり支援、営業戦略の指導などを実施

○ 6,660 2,923 2,706 不明 839 不明 不明 2,507

3
・自動車産業に関連する３団体が、県境を越えた企業連携等を促進するため、合同の「自
動車産業交流ツアー」を実施

業界団体 - - 東北1位 - - - - 東北2位

13
・２つの県が相互に連携・協力し、観光ＰＲを実施
　（両県庁のＰＲコーナーや両県の広報誌等で相互に観光ＰＲ）

○

14
・２つの県が共同して観光ＰＲ等を実施
　（両県の広報誌で相互に観光ＰＲ、共通の観光パンフ作成、メディアによる共同観光ＰＲ
等）

○

15 ・福井県内の観光関連事業者と中京地域の旅行会社等を対象に個別商談会を開催 ○
県

観光連盟

16 ・２つの県が連携し、互いの県を訪問・体験する日帰りバスツアーを実施 ○

17
・２市の朝市が効果的な情報発信や誘客拡大を図るため、連携交流協定を締結し、相互
出店やパンフレット配布などを実施

朝市組合 各市町村の朝市 - -
マルクト

朝市
- - - -

朝市
みさわ村

18 ・２つの県庁舎食堂において、互いの県の特産品メニューを販売 ○ 一般利用が可能な自治体庁舎の食堂 ○ ○ ○ - - - - ○

共通する観光資源①
パークゴルフ場（PG）

- -  福島市PG -  梁川PG
相馬光陽

PG
松川浦PG

鹿狼山PG
やく草の森

新地PG
愛宕PG

共通する観光資源②
果物狩り

- -

さくらんぼ
桃

ブルーベリー
ぶどう
りんご

梨

さくらんぼ
桃

ブルーベ
リー

さくらんぼ
桃

いちご
ブルーベ

リー
さくらんぼ

ぶどう

共通する観光資源③
温泉・入浴施設

- -
飯坂、土湯、
土湯峠、高湯

うぶかの郷

つきだて
花工房、
りょうぜん
紅彩館

蒲庭温泉
蒲庭館、

松川浦温泉
ホテル飛天

鹿狼の湯

白布、新高湯、
小野川、滑川、
姥湯、五色、
湯の沢、大平

共通する観光資源④
展示施設数

- - 13 1 2 2 2 9

20
・「道の駅」同士の連携イベントの開催
　（3箇所の各「道の駅」で、自慢の商品の一部を100円で販売、振る舞い鍋を配布）

各道の駅

21
・フルーツライン・スタンプラリーの開催
　（「道の駅」等でスタンプを集め、特産品が当たる）

○ ○ 各道の駅

■アンケート調査
・質問１．上記５テーマのうち、相馬福島道路の開通を見据えた地域連携アクションが必要と考えられるものはどれですか。（複数回答可）

・質問２．地域連携アクションについて検討していく上で、興味のある事例は上記のうちどれですか。事例No.を記入してください。（複数回答可）
あわせて、興味がある理由について、可能であれば記入してください。

・質問３．地域連携アクションについて、ご意見等がありましたら、自由に記入してください。

質問は以上です。ご協力ありがとうございました。

１．工業 ○ ○

福島市 桑折町 伊達市 相馬市 新地町 米沢市
テーマ

他地域における高速道路の開通を契機とした連携アクション事例 関連する地域現況 第２回懇談会での福島相馬道路の利活用方策に関する意見（該当分野の整理）

事例
No.

事例概要

実施主体

項目

○
情報通信機械器具製造業の
H25製造品出荷額等（億円）

○ ○

福島県 山形県

利活用方策の発表 意見交換

２．農林水産業

4 ・食品関連企業向けの商談会を実施

6 ・２つの県で実施している物産イベントに相互にブースを設置し、両県の農水産物等をＰＲ ○

- - -

○-

銀行
桃の出荷量シェア

（県：H26全国シェア）
（市町村：H18各県内シェア）

22% 6% 39%

○ りんごの出荷量シェア
（県：H26全国シェア）

（市町村：H18各県内シェア）
3%

- - 11%
きゅうりの出荷量シェア
（県：H26全国シェア）

（市町村：H18各県内シェア）
15% 4%JA

6% 46% - 10% - -

5 ・関西方面の料理関係者を招き、生産現場の視察や意見交換会を実施 ○

○ ○○ ○

13% 28%

7
・農商工連携等の有識者による講演会、先進事例についての勉強会、事業者の名刺交換
会等を行う農商工連携セミナーを開催

○ 6% - 17%

10 ・コスト比較等を行う荷主に対し、補助金を交付するトライアル輸送への助成を実施 ○

12
・大口荷主の開拓への助成を実施
　（新規開拓した運送事業者に補助金を交付）

○

11
・混載貨物の輸送への助成を実施
　（物流事業者に対し補助金を交付）

○ ○

○

9 ・複数の荷主が貨物船を共同チャーターして「合い積み輸送」を行うことで輸送費を削減 ○ ○

○○ ○ ○

○
（H27.6～
H28.3）

福島県北地域や米沢市の
生産・消費コンテナ貨物の利用港湾

- -
関係団体

○

福島県県北地域
（9割：京浜港、1割：仙台港）

7割：京浜港
2割：新潟港

相馬港海上コンテナ輸送
利用促進助成事業の実施

- -
○

○

年24回 年24回

○ ○

0% 0% -

４．観光

自治体広報誌の発行状況 年6回 年6回 年12回 年12回

19
・高速道路沿線に立地する動物園・水族館が連携
　（スタンプラリー等のイベントを共同で実施）

３．物流

8
・陸送で京浜港を利用しているコンテナ貨物を、常陸那珂港経由で輸送する社会実験の
実施（常陸那珂港まで北関東道、常陸那珂港～京浜港は内航フィーダー船で輸送）

○

○ ○ ○

米沢市を訪れる団体観光ツアーのうち、
福島県内の各市町村を訪問するツアーの割合

（H27.10.23、大手旅行会社HP調べ）
- - 14% 0% 0%

○ ○ ○ ○○ ○ ○

年12回 年24回

-
霊山（計

画）
そうま -

各施設

５．観光
（道の駅）

道の駅立地状況 -

１．工業　　　２．農林水産業　　　３．物流　　　４．観光　　　５．観光（道の駅）　　　６．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○○ ○
田沢、

よねざわ（計
画）

○-
つちゆ、

大笹生（計
画）

参考資料：アンケート調査票

 ５
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高速道路の開通を見据えた

地域連携アクション事例

平成28年2月5日

国土交通省 東北地方整備局

福島河川国道事務所

資料－４
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【実施内容（詳細）】

• ものづくり企業向けに無料でブースを提供
• 合同プレス発表会や参加者交流会などのイベン
トを併催

• 参加企業向けに、商談・展示会における営業テク
ニックなどを身につける勉強会を開催

【実施概要】

• 舞鶴若狭自動車道開通や北陸新幹線開業を契機に

鳥取県、島根県における※中海・宍道湖・大山圏域

のものづくり企業を中心に、企業間の取引拡大、連

携強化を図る「商談・展示会」を実施

※米子市、境港市、松江市、出雲市、安来市の５市と、「大山」周辺町村

【実施目的】

• 企業間の取引拡大、連携強化を図る

【実施期間】 平成25年度より 【実施箇所】 鳥取県、島根県

【実施対象】 鳥取県、島根県のものづくり企業

【実施主体】 ※中海・宍道湖・大山圏域ものづくり連携事業実行委員会
※松江市、境港市、安来市、米子市、出雲商工会議所、松江商工会議所、鳥取県西部商工会産業支援センター等

▲商談会の様子

出典：ビジネスマッチング 商談・展示会 2015 in 出雲HP

【地方創生】 （１）工業

高規格道路整備を契機とした沿線企業間のマッチング活動

【実施効果（平成26年度 商談会）】

• ９４％の企業が大変有意義、有意義だったと回
答

• 7社が商談成約、
38社が成約見込
み

事例１
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【地方創生】 （１）工業

高規格道路整備を契機とした沿線企業間のマッチング活動

【実施内容（詳細）】

• オフィスに入居する企業の販路開拓等を支援
するため、現地自動車メーカーの職員を「取引
推進アドバイザー」として委嘱し、一次サプライ
ヤー（完成部品供給メーカー）に関する情報提
供や人脈づくり、受注可能部品の開拓、営業戦
略の指導などを実施

• 入居企業の営業活動や取引推進アドバイザー
をサポートし、オフィスの効果的な運営に取り
組む「販路開拓コーディネーター」を配置

【実施概要】

• 東九州自動車道（北九州～宮崎間）の開通を見据え、

宮崎県の自動車産業の拠点となる「宮崎県自動車

産業北部九州フロンティアオフィス」を福岡県豊前市

に設置

【実施目的】

• 北部九州へのオフィスの提供により、宮崎県内に
約70社ある自動車産業関連企業の取引拡大を
支援

【実施期間】 平成27年2月 【実施箇所】 福岡県豊前市

【実施対象】 宮崎県内の自動車産業関連企業 【実施主体】 宮崎県

▲北部九州に立地する自動車メーカーとフロンティアオフィスの位置

▲宮崎県自動車産業北部九州フロンティアオフィスの開設状況

出典：宮崎県HP、全国知事会HP

事例２
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【地方創生】 （１）工業

高規格道路整備を契機とした取引先拡大に向けた取り組み

【実施内容（詳細）】

• ３団体の事務局を務める各自治体の産業振興部門の発
案で連携が実現

• ツアーでは、各団体の会員企業等を合同で視察し、あわ
せて各団体間による意見交換会を実施

• 将来的な共同開発や共同受注も視野

【実施概要】

• 東九州自動車道の開通を機に、自動車産業に

関連する３つの団体が連携し、３団体合同の

自動車産業交流ツアー等を実施

【実施目的】

• 海外の部品メーカーに対抗するため、3団体の交流を促進

し、東九州地域での自動車産業振興・取引拡大を図る

【実施期間】 平成27年9月より 【実施箇所】 大分県、宮崎県、北九州市 【実施対象】 自動車関連企業

【実施主体】 パーツネット北九州、大分県自動車関連企業会、宮崎県自動車産業振興会

▲連携3団体位置図

▲自動車産業交流ツアー案内 出典：北九州市HP、大分県自動車関連企業会HP

事例３
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【実施内容（詳細）】

• 売り手企業が自社商品などを展示し、買い手企業に
向けたＰＲおよび自由商談を実施

• ３行の本支店に観光パンフレットスタンドを設置し、来
店客向けの観光PRも実施

【実施概要】

• 北関東自動車道の開通を契機に常陽銀行、足利銀

行、群馬銀行が連携し、栃木県宇都宮市で食品関連

企業向けの商談会を実施

【実施目的】

• 食品関連事業者への販路拡大支援、バイヤーへの
商品仕入支援

【実施期間】 平成27年6月 【実施箇所】 栃木県宇都宮市

【実施対象】 農業生産者、食品加工・卸業者、小売業者、外食・観光産業など地域の食品関連事業者

【実施主体】 常陽銀行、足利銀行、群馬銀行

▲商談会の様子

出典：常陽銀行HP、全国地方銀行協会HP

【地方創生】 （２）農林水産業

高規格道路整備を契機とした沿線企業間のマッチング活動

【実施効果】

• 出展社が300を超える北関東最大の商談
会となった

• 都内バイヤーを含め3,200名の来場があ
り、地域食材の魅力の発信に大きく貢献

• 営業拠点の無い地域のバイヤーとの商
談が実現

• 接触する機会の無かったバイヤーと商談
できて大変有意義との声があった

事例４
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【地方創生】 （２）農林水産業

高規格道路整備を契機とした出荷先拡大に向けた取組み

【実施内容（詳細）】

• 内閣府の「地域活性化伝道師」として各地の商
店街活性化事業に取り組む藤村望洋さんと、
「食の都庄内親善大使」を務める地域活性化
料理研究所（大阪市）所長の古庄浩さんを招待

• 食肉加工・販売事業者を訪問し、県内産豚肉
の試食を実施

• 地元農家、商業、メーカー、自治体の関係者ら
との意見交換も実施

【実施概要】

• 日本海沿岸東北自動車道の開通をにらみ、鶴岡市・

出羽商工会が関西地方の料理関係者を招き、意見

交換会や生産現場視察を実施

【実施目的】

• 庄内地方の生産者と関西地方の料理人や流通
業界との結びつきを強め、農産物の販路の拡大・
強化を図る

【実施期間】 平成23年1月 【実施箇所】 山形県鶴岡市

【実施対象】 地元農家、商業、メーカー 【実施主体】 鶴岡市役所・出羽商工会

▲鶴岡市位置図

出典：庄内町ＨＰ、河北新報（平成23年1月19日）の記事をもとに作成

事例５

▲山形県内産（庄内産）の豚肉
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【実施内容（詳細）】

〔岐阜県で実施された物産展〕
• しろえびせんべい、ほたるいか加工品など、富
山県の特産品の販売

• 富山市観光協会がアンケート、パンフレット配
布

〔富山県で実施された物産展〕
• 岐阜県の農産物を使ったジェラートや富有柿、
鮎・川魚加工品など岐阜県の特産品の販売

• 長良川鵜飼の実演

【実施概要】

• 東海北陸自動車道の全線開通を契機に岐阜県と富

山県が協働し、両県が実施している物産イベントに

おいて、相互にブースを設置し、両県の農水産物な

どのＰＲ活動を実施

【実施目的】

• 岐阜県、富山県の農水産物などの相互ＰＲ

【実施期間】 平成20年度より 【実施箇所】 岐阜県、富山県

【実施対象】 一般市民 【実施主体】 岐阜市、富山市

▲富山県で実施された物産展での長良川鵜飼の実演

▲岐阜県で実施された物産展での富山県の特産品販売

出典：岐阜市HP、富山市HP

【地方創生】 （２）農林水産業

高規格道路整備を契機とした出荷先拡大に向けた取組み
事例６
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【実施概要】

• 中国横断自動車道・尾道松江線の全線開通や農業

交流連携拠点施設「トレッタみよし」の開設を契機に

三次広域商工会、三次商工会議所、三次農業協同

組合が連携し、農業・商工業・観光等の事業者が学

ぶセミナーを開催

【実施目的】

• 農業・商工業・観光等の連携強化を推進し、新たな産
業の創出、地域経済の基盤強化を図る

【実施期間】 平成27年2月・3月 【実施箇所】 広島県三次市

【実施対象】 三次市内の農業・商工業・観光などの事業者

【実施主体】 三次広域商工会、三次商工会議所、三次農業協同組合

出典：三次市HP、広島県商工連合会HP、ＪＡバンク広島HP

【地方創生】 （２）農林水産業

高規格道路整備を契機とした沿線企業間のマッチング活動

【実施内容（詳細）】

• 農商工連携や6次産業化等の有識者によ
る講演会の開催

• 中山間地の地域ビジネスに関する国内
の先進事例を学べる勉強会を開催

• 三次市で活躍する事業者の事例紹介

• 自社ＰＲ、試食会や名刺交換会を開催

事例７

▲オールみよし農商工関連セミナーのプログラム

▲オールみよし農商工関連セミナーの案内・セミナーの様子
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【地方創生】 （３）物流

高規格道路整備を契機とした地元港湾利用拡大に向けた取り組み

【実施内容（詳細）】

• 北関東地区に事業所を所有している荷主への
アンケート調査を行い、内航フィーダー活用意
向のある荷主に協力を求めた

• 社会実験に参加した企業に実験後アンケート
調査

【実施概要】

• 陸送で京浜港を利用している北関東発着の外貿コン

テナ貨物を北関東自動車道等と茨城港常陸那珂港

～京浜港間を結ぶ内航フィーダー航路を使って輸送

する社会実験を実施

【実施目的】

• 北関東地域における物流の効率化と環境負荷
軽減、京浜地区の混雑緩和

【実施期間】 平成21年6月～平成22年3月 【実施箇所】 茨城県 茨城港

【実施対象】 京浜港から茨城港に新たにシフトするコンテナ貨物 【実施主体】 関東地方整備局

▲茨城港の位置

▲社会実験実施スキーム
出典：関東地方整備局HP、茨城県HP

事例８



【地方創生】 （３）物流

高規格道路整備を契機とした地元港湾利用拡大に向けた取り組み

【実施期間】 平成20年2月より 【実施箇所】 石川県 金沢港

【実施対象】 北陸3県に拠点のある輸出企業 【実施主体】 ※金沢港利用促進会議
※コマツを中心とした域内の輸出関連企業、行政、港湾関係者

▲金沢港位置図

【実施内容（詳細）】

• コマツを中心とした域内の輸出関連企業、行政、港
湾関係者で「金沢港利用促進会議」を設立

• 北陸地域企業へのヒアリング調査により金沢港の利
用ニーズを把握

• ホームページ「金沢港ビジネス情報サイト」を構築し、
各企業の積荷スケジュールを共有

• 行政関係等の協力で2回のトライアル輸送を実施

【実施目的】

• 金沢港の利用促進と荷主企業の物流効率化を図る

出典：中国地方整備局資料、金沢港ビジネス情報サイト、石川県HP

▲金沢港ビジネス情報サイト

【実施概要】

• 複数の荷主が貨物出荷日程などを調整し、共同

チャーターした貨物船に積載することで海上輸送費

の削減につなげる「合い積み輸送」の実現

事例９

9
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【実施概要】

• 新たに伏木富山港を利用するにあたり、コ

スト、リードタイム、環境負荷などを検証す

るための輸送実験を行う荷主企業に対し、

補助金を交付

【実施目的】

• 国内他港から伏木富山港へシフトするコンテナ貨物や新規
コンテナ貨物を発掘し、物流拠点化を推進

【実施期間】 平成24年～ 【実施箇所】 富山県 伏木富山港

【実施対象】 国内他港から伏木富山港へシフトする荷主企業、新規荷主企業 【実施主体】 富山県

出典：富山県HP

【地方創生】 （３）物流

地元港湾利用拡大に向けた取り組み

【実施内容（詳細）】

• 荷主企業が試行的に実施する運送
実験の必要経費に対して補助金を
交付（1/2以内）

• 輸送実験終了後に荷主が実績報
告書を提出し、富山県が実績を確
認

• 平成24年～28年まで新規の荷主企
業を募集

事例10

▲伏木富山港の様子

▲伏木富山港拠点化輸送実験利用補助金の内容
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【地方創生】 （３）物流

地元港湾利用拡大に向けた取り組み

【実施概要】

• 福山港の利用促進を図るため、福山港を利用して混

載貨物を輸出する物流事業者に対する補助制度を

創設

【実施目的】

• 福山港の利用促進

【実施期間】 平成27年4月～平成28年3月 【実施箇所】 広島県 福山港

【実施対象】 福山港から混載貨物を輸出する物流事業者

【実施主体】 広島県東部港湾振興協会（広島県、福山市、福山商工会議所、民間関係団体など）

出典：国土交通省港湾局産業港湾課HP、広島県HP、広島のみなとHP

【実施内容（詳細）】

• １コンテナあたり１万円の補助金を交付

• 広島県東部港湾振興協会が、申込時や実
施後に事業者へヒアリングを実施（事業計
画や実施状況、実績見込み等を確認）

• 補助金の交付を受けた事業者は、補助事
業の完了時に実績報告書を提出

事例11

▲福山港の海外定期航路就航状況（平成27年4月1日現在）

▲福山港の様子
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【実施概要】

• 新潟県では、新潟港・直江津港の利用拡大を

推進するため、大口の荷主を新たに開拓する

陸運・海運業者等の取り組みに対して補助金

を交付

【実施目的】

• 県内港（新潟港・直江津港）の利用促進

【実施期間】 平成27年4月～平成28年3月 【実施箇所】 新潟県 新潟港･直江津港

【実施対象】 ※貨物運送事業者、貨物運送業者と協同して荷主開拓に取り組む商社

【実施主体】 新潟県 ※貨物運送事業者：貨物自動車運送事業者、貨物利用運送事業者、鉄道事業者又は海上運送事業者

出典：新潟県HP

【地方創生】 （３）物流

地元港湾利用拡大に向けた取り組み

【実施内容（詳細）】

• 施策効果が高い提案から※『オークション
形式』で補助対象を決定

• 補助金額は、「コンテナ増加数（TEU）」×
「申請者が希望する助成単価（円）」

• 補助金の上限額は、1,000万円

事例12

▲補助金交付までの流れ

▲オークション方式の例

※『オークション形式』

補助金の対象となる事業について、「コンテナ誘致量」「希望助
成単価」等を申請者自ら提案し、効果が高いと認定された事業
に対して補助金を交付
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【地方創生】 （４）観光

高規格道路整備を契機とした広域観光実現の取組み

【実施内容（詳細）】

〔岐阜県での実施内容〕
• 富山県観光パンフレット設置、ポスター展示
• 富山県の工芸品、特産品等の展示
• 広報誌による富山県の観光地紹介
• 広報番組よる富山県の観光地紹介

〔富山県での実施内容〕
• 岐阜県観光パンフレット設置、ポスター展示
• 「清流の国ぎふ」ポスター、のぼり展示
• 広報誌による岐阜県の観光地紹介

【実施概要】

• 岐阜県と富山県において、東海北陸自動車道が全

線開通した７月５日を「富山・岐阜交流の日」と定め、

交流の日前後に両県庁舎等において、ＰＲコーナー

の設置や、両県の広報紙、その他各種広報媒体を

活用してイベントや観光情報を相互に紹介

【実施期間】 平成２0年度より 【実施箇所】 岐阜県庁、富山県民会館

【実施対象】 各施設利用者 【実施主体】 岐阜県、富山県

出典：岐阜県HP、富山県HP、県広報とやま（平成21年8月号）

【実施目的】

• 岐阜県、富山県が相互に連携・協力し、活性化
及び魅力の向上を図る

▲岐阜県広報番組による富山県の観光地紹介（平成２７年７月９日放送）

▲富山県広報による岐阜県の観光情報（県広報とやま平成21年年8月号）

事例13
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【地方創生】 （４）観光

高規格道路整備を契機とした広域観光実現の取組み

【実施内容（詳細）】

• 大分市と宮崎市の自治体広報誌で互いに観光PR

• 宮崎県と大分県で、共通の観光パンフレットを作成

• テレビ・ラジオ・新聞等のメディアを活用した共同観
光ＰＲ

• ＮＥＸＣＯ西日本と連携し、高速道路の定額利用及
び乗り降り自由ができる「周遊型割引」企画を実施

• 北部九州及び四国等の旅行会社に対するセール
スや招へい事業等、共同誘客キャンペーンを実施

【実施概要】

• 東九州自動車道の開通を契機として、北部九州や四

国地方等を主なターゲットに、大分県と宮崎県が共

同して観光ＰＲ等を実施

【実施目的】

• 広報交流や観光PRを通じて観光客の誘致等
を促進する

【実施期間】 平成25年2月より 【実施箇所】 大分県・宮崎県

【実施対象】 一般市民 【実施主体】 大分市、宮崎市

▲高速道路の周遊型割引のイメージ

▲共同観光PR記事（市報おおいた）

出典：宮崎県HP、大分県HP、市報おおいた（平成27年2月1日号）

事例14
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【地方創生】 （４）観光

高規格道路整備を契機とした広域観光実現の取組み

【実施内容（詳細）】

• 福井県から観光関連事業者など４３団体（５６名）、
中京地区から１６社（３３名） が参加

• 三ツ星若狭牛試食や、福井浜町芸妓組合による
舞の披露などで県内の食・自然・文化・歴史をPR

【実施概要】

• 舞鶴若狭自動車道開通や北陸新幹線開業を契機に

福井県内の観光関連事業者と中京地域の旅行会社

等を対象に、愛知県名古屋市で個別商談会を実施

【実施目的】

• 福井県への観光客誘客の拡大

【実施期間】 平成２６年９月９日 【実施箇所】 愛知県名古屋市

【実施対象】 福井県内の観光関連事業者、中京地区の旅行会社等

【実施主体】 福井県、（公社）福井県観光連盟

▲観光商談会の様子

出典：福井県HP

【実施効果】

〔関係者の声 （福井県内）〕

• 成果が得られそうな商談ができた
• 旅行会社の反応を直に聞くことができた。

〔関係者の声（中京地区）〕

• すぐにでも旅行商品に組み込むことができそう
な新たな観光素材を紹介してもらえた

• 既存の観光素材でも、工夫すれば集客できる
余地があることを意見交換できた

事例15
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【地方創生】 （４）観光

高規格道路整備を契機とした広域観光実現の取組み

【実施内容（詳細）】

〔平成27年度実施のツアー訪問先〕
岐阜県から富山県へ
• 相倉合掌造り集落、菅沼合掌造り集落、瑞泉
寺、海王丸パーク、新湊きっときと市場、チュー
リップ四季彩館、庄川水記念公園

富山県から岐阜県へ
• 山川醸造(株)、長良川うかいミュージアム、美
濃和紙の里会館、美濃和紙あかりアート館、
旧今井家・美濃史料館、美濃和紙の里会館

【実施目的】

• 岐阜県、富山県が相互に連携・協力し、活性化
及び魅力の向上を図る

【実施期間】 平成21年度より 【実施箇所】 岐阜県、富山県

【実施対象】 一般市民 【実施主体】 岐阜県、富山県

▲ぎふ・富山交流バスツアーの案内（岐阜県広報）

相倉合掌造り集落（富山県）

出典：岐阜県HP、富山県HP、岐阜県広報（平成27年6月号）

【実施概要】

• 岐阜県と富山県において、東海北陸自動車道が全

線開通した７月５日を「富山・岐阜交流の日」と定め、

交流の日前後に、お互いの県を体験する日帰りバス

ツアーを平成２１年度より実施

▲バスツアー訪問先の例

美濃和紙あかりアート館（岐阜県）

事例16
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【地方創生】 （４）観光

高規格道路整備を契機とした広域観光実現の取組み

【実施内容（詳細）】

• 年に１度、輪島、高山それぞれの朝市に相互
出店

• パンフレット配布やホームページによる情報発
信で互いに連携

• 役員間で定期的に情報交換し、商品の魅力
アップや効果的なＰＲ、増加する外国人対応、
後継者育成策について検討

【実施概要】

• 北陸新幹線開業を踏まえ、輪島市と高山市の朝市

が連携交流協定を締結し、相互の出店やパンフレッ

ト配布などにより、効果的な情報発信や誘客の拡大

などを図る

【実施目的】

• 輪島市、高山市における朝市の活性化

【実施期間】 平成27年2月 【実施箇所】 石川県輪島市、岐阜県高山市

【実施対象】 輪島市、高山市の朝市

【実施主体】 輪島市朝市組合、高山陣屋前朝市組合、飛騨高山宮川朝市協同組合

▲飛騨高山朝市の様子

▲連携交流協定調印式の様子

出典：高山市HP、輪島朝市HP、飛騨高山朝市HP、北國新聞社HP（平成27年2月12日）▲輪島朝市の様子

事例17
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【実施内容（詳細）】

〔岐阜県庁舎食堂 提供メニュー〕
• 大門そうめん（600円）
• 白えびのかき揚丼（980円）
• 富山ブラックラーメン（450円）

〔富山県庁舎食堂 提供メニュー〕
• 飛騨高山ラーメン（380円）
• 鶏ちゃんラーメン（500円）
• 岐阜特産品弁当（500円）

▲提供メニューイメージ

▲県庁舎内食堂での特産品メニュー販売案内

【実施概要】

• 岐阜県と富山県において、東海北陸自動車道が全

線開通した７月５日を「富山・岐阜交流の日」と定め、

交流の日前後に両県庁舎食堂において、お互いの

県の特産品メニューを販売

【実施期間】 平成２７年７月 【実施箇所】 岐阜県庁、富山県庁

【実施対象】 県庁の食堂利用者 【実施主体】 岐阜県、富山県

出典：岐阜県HP、岐阜県観光連盟公式サイト、富山県HP、越中とやま食の王国HP

【実施目的】

• 岐阜県、富山県が相互に連携・協力し、活性化
及び魅力の向上を図る

白えびのかき揚丼（岐阜県庁舎食堂） 鶏ちゃん（富山県庁舎食堂）

【地方創生】 （４）観光

高規格道路整備を契機とした広域観光実現の取組み
事例18
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【地方創生】 （４）観光

高規格道路整備を契機とした観光施設同士の連携

【実施内容（詳細）】

• スタンプラリーのチラシを持参で入館割引

• 4園館以上のスタンプを集めた参加者に7園の
オリジナルグッズや招待券を贈呈

• 着ぐるみキャラクターイベントの実施

• 移動動物園の実施

【実施概要】

• 北関東自動車道の開通を契機に栃木県、群馬県、

茨城県、福島県に立地する7つの動物園・水族館が

連携し、スタンプラリー等のイベントを共同で実施

【実施目的】

• 東日本大震災以降の来場者の減少に歯止めを
かけ、誘客を促進

【実施期間】 平成24年4月 【実施箇所】 栃木県、群馬県、茨城県、福島県

【実施対象】 動物園・水族館利用者

【実施主体】 宇都宮動物園・那須どうぶつ王国 ・栃木県なかがわ水遊園・群馬サファリパーク

日立市かみね動物園・アクアワールド茨城県大洗水族館・アクアマリンふくしま

▲スタンプラリーのチラシ

▲着ぐるみキャラクターイベントの様子 出典：なかがわ水遊園HP

事例19
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【実施内容（詳細）】

• 自慢の商品のうち一部を１００円で販売

• 振る舞い鍋の配布

• ３つの道の駅を巡りスタンプを集めると、ソフト
クリームをプレゼント

• 宮崎大学吹奏楽部のステージ

• 県シンボルキャラクター「みやざき犬」のダンス
ショー

【実施概要】

• 東九州自動車道の開通を契機に県商工会連合会が、

北方町、北川町、北浦町の各商工会と連携し、延岡

市内の３カ所の「道の駅」でそれぞれ、自慢の商品の

うち一部を１００円で販売

【実施目的】

• 道の駅を発展させることで地域の活性化を図る

【実施期間】 平成25年1月 【実施箇所】 道の駅北方よっちみろや、道の駅北川はゆま、道の駅北浦

【実施対象】 道の駅利用者 【実施主体】 宮崎県商工連合会、北方市、北川町

▲百円市を開催した道の駅位置図

▲新旬！よかもん百円市チラシ 出典：道の駅北方HP、夕刊デイリーHP（平成27年1月22日）

【地方創生】 （５）観光（道の駅）

高規格道路整備を契機とした道の駅同士の連携の取組み
事例20
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【実施概要】

• 鳥取自動車にアクセスする県道（かわはら八頭フルー

ツライン）の開通を契機に、沿線地域で開催されるフ

ルーツイベント等と連携して、地元の特産品が当たる

スタンプラリーを開催

【実施目的】

• 県道の愛称を定着させるとともに、イベントの誘客を
通じて沿線地域の活性化を図る

【実施期間】 平成25年10月～11月 【実施箇所】 鳥取県

【実施対象】 一般市民 【実施主体】 鳥取県、※八頭郡活性化戦略会議
※八頭郡活性化戦略会議：若桜町、智頭町、八頭町、鳥取県地域振興部東部振興課、鳥取県八頭県土整備事務所、鳥取県東部農林事務所八頭事務所

出典：鳥取県HP

【地方創生】 （５）観光（道の駅）

道路整備を契機とした広域観光連携の取組み

【実施内容（詳細）】

• 道の駅（3駅）、観光案内所、物産館にス
タンプと応募用紙を常設

• かわはら八頭フルーツラインや近隣の高
速道、国道沿線で開催される秋の収穫祭
やフルーツイベントの会場にスタンプと応
募用紙を設置

• 抽選で沿線各地のフルーツ等の特産品
をプレゼント

事例21

▲スタンプラリー会場位置図

▲プレゼント抽選会の様子▲スタンプラリーのチラシ
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その他の

地域連携アクション事例
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【実施内容（詳細）】

• 支援（受援）のための施設整備

• 都城志布志道路の早期開通を推進

• 基礎的防災事項の定期的な交換と共有

• 重要な施策に関する情報交換

• 共同した研修や訓練の実施

【実施概要】

• 宮崎県都城市において、南海トラフ巨大地震等

の大規模災害の発生に備え、宮崎県南西地域の

後方支援活動を目的に、災害時に向けた機能充

実を図る

【実施目的】

• 宮崎県南西地域の災害対応力の更なる強化

【実施期間】 平成27年3月より 【実施箇所】 ※宮崎県南西地域の10市町
【実施対象】 宮崎県南西地域の10市町 【実施主体】 宮崎県都城市

※〔沿岸自治体〕宮崎市、日南市、串間市 〔内陸自治体〕都城市、小林市、えびの市、三股町、高原町、国富町、綾町

▲都城市、日南市、串間市の共同防災訓練イメージ

▲後方支援のイメージ

出典：都城市HP、宮崎県HP、広報都城（平成27年3月号）

【防災】

南海トラフ巨大地震等の後方支援活動
参考１
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【防災】

高規格道路整備を契機とした相互応援協定の締結

【実施内容（詳細）】

• 「丹波の国」として歴史的、文化的なつながりの
深い京都府と兵庫県にまたがる大丹波地域を
構成する市町間での締結

• 災害時には応急復旧に必要な資機材、物資、
職員の提供・派遣、被災者らの受け入れを実施

• 通信途絶などにより連絡が取れない場合は、
応援要請を待たず独自判断で応援

【実施概要】

舞鶴若狭自動車道・京都縦貫自動車道の開通をにら
んで丹波地方7市町が災害時の物資供給、人員・資機
材の派遣などの各種災害支援活動に関する災害時相
互応援協定を締結

【実施目的】

• 大規模災害時における防災体制整備

【実施期間】 平成26年5月 【実施箇所】 丹波地方7市町

【実施対象】 丹波地方7市町 【実施主体】 丹波地方7市町

※丹波地方7市町：〔京都府〕福知山市、綾部市、京丹波町、南丹市、亀岡市 〔兵庫県〕丹波市、篠山市）

▲丹波地方7市町村位置図

出典：福知山市HP、広報ふくちやま（平成27年3月号）、広報たんば（平成26年5月号）

▲災害時相互応援協定締結の様子

参考２
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【防災】

高規格道路整備を契機とした相互応援協定の締結

【実施内容（詳細）】

• 協定は、東海道の宿場町がある自治体で結ぶ
災害応援協定に参加している縁などから鈴鹿
市側が提案

• 新名神高速道路の開通で所要時間が大幅に
短縮されることを念頭に、具体的な内容を協議

• 鈴鹿市は東南海地震、大津市は琵琶湖西岸
地震などを想定し、被災者向けの食料と生活
必需品を提供するほか、復旧活動に使う物資
提供や職員を派遣.

【実施概要】

• 新名神高速道路の開通をにらみ、地震などの大規

模災害に備え、三重県鈴鹿市と滋賀県大津市が「災

害時相互応援協定」を締結

【実施目的】

• 大規模災害時における防災体制整備

【実施期間】 平成20年2月 【実施箇所】 鈴鹿市、大津市

【実施対象】 鈴鹿市、大津市 【実施主体】 鈴鹿市、大津市

▲鈴鹿市・大津市位置図

出典：鈴鹿市HP、京都新聞HP（平成20年2月26日）▲災害時相互応援協定締結の様子

参考３
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【地方創生】 （１）工業

高規格道路整備を契機とした沿線企業間のマッチング活動

【ものづくりB2Bネットワークの取組み内容】

• 地元製造業者と関西圏等の企業とのビジネス
マッチング

• 地元製造業者へ国内外からの発注情報を提供

• 地元製造業者の販路開拓や受注拡大を支援

平成26年度には、『ものづくりB2Bネットワーク』全体で346
件の企業紹介依頼を受け、747件を斡旋

【実施概要】

• 鳥取自動車道の全線開通を契機に、鳥取銀行が
※『ものづくりB2Bネットワーク』に参加

※『ものづくりB2Bネットワーク』：大阪産業振興機構が運営する組織で、国内外の

ものづくりに関する企業情報を収集し、参加金融機関を通じてビジネスマッチン

グを行う取組み（下図参照）

【実施目的】

• 鳥取県の製造業者の関西圏等への販路拡大や
受注拡大を支援

【実施期間】 平成25年5月より 【実施箇所】 鳥取県

【実施対象】 鳥取県の製造業者 【実施主体】 鳥取銀行

▲鳥取銀行のものづくりB2Bネットワーク運営イメージ

▲ものづくりB2Bネットワークイメージ

出典：鳥取銀行HP、ものづくりビジネスセンター大阪HP

参考４
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【実施内容（詳細）】

• 平成17年より図書館の相互利用について両市
で調整

• 両市のどちらかの市立図書館に利用登録があ
れば、もう一方の図書館の利用が可能

【実施概要】

• 鳥取豊岡宮津自動車道の開通をにらみ、京丹後市、

豊岡市が両市の図書館を相互に利用できる「図書館

等相互利用に関する協定」を締結

【実施目的】

• 京丹後市、豊岡市両市民の利便性の拡大

【実施期間】 平成19年9月 【実施箇所】 京都府京丹後市、兵庫県豊岡市

【実施対象】 京丹後市、豊岡市の図書館利用者 【実施主体】 京丹後市、豊岡市

▲豊岡市図書館

▲図書館相互利用の案内（広報きょうたんご） 出典：豊岡市立図書館HP、京丹後市HP、広報きょうたんご（平成19年10月号）

【地方創生】 （６）都市的サービス

都市的サービスの相互補完事例

▲京丹後市あみの図書館

【実施効果）】

• 両市の図書館を合わせて約45万8千冊の蔵書

資料が利用可能となった

参考５
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【実施概要】

• 東海・北陸地区（愛知、富山、石川、岐阜、三重）に

立地する県立図書館が、配送経費を平等に負担す

ることにより、資料配送のための定期便を設置

• 東海・北陸地区の図書を無料で貸出し可能に

【実施目的】

• 物流面での広域図書館連携による
資料提供能力の向上

【実施期間】 平成14年より 【実施箇所】 愛知県、富山県、石川県、岐阜県、三重県に立地する県立、市町村立図書館

【実施対象】 図書館利用者 【実施主体】 愛知県、富山県、石川県、岐阜県、三重県に立地する県立図書館

出典：愛知県図書館報（平成21年10月号）、文部科学省HP

【地方創生】 （６）都市的サービス

都市的サービスの相互補完事例

【実施内容（詳細）】

• 対象地域の県立図書館を結ぶ週2回の定期便を開設

• 市町村立図書館は県立図書館の定期便経由で図書を配送

• 県立、市町村立図書館を合わせ、4,403万冊の図書を無料
で相互貸借可能

参考６

▲愛知県図書館の相互貸借イメージ

▲図書の発送準備棚（愛知県図書館）

【実施結果】

• 愛知県内の図書館が東海・北陸地区の図書館と相互貸借を
行った冊数は、平成14年の747冊から平成23年度には8,691
冊となり、現在も利用が増加
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【実施概要】

• 南アルプス市では、市立図書館の所蔵資料を他県

の図書館に相互貸借する取り組みを実施

【実施目的】

• 図書館利用者へのサービス向上

【実施期間】 平成15年より 【実施箇所】 山梨県、他都道府県

【実施対象】 図書館利用者 【実施主体】 南アルプス市

出典：南アルプス市HP、南アルプス市図書館HP

【地方創生】 （６）都市的サービス

都市的サービスの相互補完

【実施内容（詳細）】

• 貸借の申込にあたっては、申込館が電話
で問い合わせの上、相互貸借申込書のＦ
ＡＸ送信により取寄せ

• 南アルプス市図書館のＨＰ上で相互貸借
申込書を配布

• 資料の送付は、ゆうパック（郵便小包）を
使用

• 送料は、往復とも申込館の負担

参考７

▲南アルプス市立図書館の立地

▲南アルプス市立図書館相互貸借申込書
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【実施内容（詳細）】

• ルームミラーにかけて掲示するおもいやり駐車
スペース利用証を発行

• 協力施設におもいやり駐車スペースを表示す
るステッカーを発行

• ３．５ｍ未満の駐車スペースについてもおもい
やり駐車スペースの対象とするプロジェクトを
実施

• 協力施設の募集

【実施概要】

• 北関東自動車道の開通を見据え、茨城県では、店

舗や病院などの施設の障害者等用の駐車場におい

て、本当に必要な人のために駐車スペースを確保す

るため、栃木県、群馬県、福島県と相互に利用でき

る利用証を交付

【実施目的】

• 障害者用駐車スペースの適切な利用を促進

【実施期間】 平成23年10月より 【実施箇所】 茨城県、栃木県、群馬県、福島県

【実施対象】 身体障害者・妊産婦など 【実施主体】 茨城県、栃木県、群馬県、福島県

▲おもいやり駐車スペース

▲おもいやり駐車スペース利用証

出典：栃木県HP、群馬県HP

【地方創生】 （６）都市的サービス

高規格道路整備を契機とした障害者用駐車場の相互利用証
参考８
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【地方創生】 （７）地域づくり連携

高規格道路整備を契機とした広域的な連携活動

【実施内容（詳細）】

• 岐阜市・富山市観光物産交流展での相互出店

• 両市の観光情報などをホームページで相互PR

• 両市の観光情報などを広報誌で相互PR

• 両市の市民に対し観光バスや遊覧船などの乗
り物利用料を相互に割引

• 災害協定の締結

【実施概要】

• 東海北陸自動車道全線開通を見据え、平成19年12
月に岐阜市と富山市において、魅力あるまちづくりを

目指し、都市間の連携と人・もの・情報の交流を積極

的に推進する都市間交流協定を締結。

【実施目的】

• 両市の積極的な交流による活性化

【実施期間】 平成19年12月より 【実施箇所】 岐阜県岐阜市、富山県富山市

【実施対象】 岐阜県岐阜市、富山県富山市 【実施主体】 岐阜県岐阜市、富山県富山市

▲岐阜市HPにおける富山市の紹介

出典：岐阜市HP、富山市HP▲都市間交流協定締結の様子

参考９
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【地方創生】 （７）地域づくり連携

高規格道路整備を契機とした広域的な連携活動

【実施内容（詳細）】

• 県境周辺地域の振興

• 国内外からの観光客誘客

• 都市部からの移住促進

• 医療連携体制の強化

【実施概要】

• 九州新幹線西九州ルートや西九州自動車道の開通

をにらみ、佐賀県と長崎県において効果的な施策の

展開と両県の一体的な発展・振興を図る「地方創生

に係る佐賀県と長崎県との連携協定」を締結

【実施目的】

• 効果的な施策の展開と両県の一体的な発展・振
興

【実施期間】 平成27年8月 【実施箇所】 佐賀県、長崎県

【実施対象】 佐賀県、長崎県 【実施主体】 佐賀県、長崎県

▲「長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げられた連携事業の目標

▲連携協定締結の様子

出典：佐賀県HP,長崎県HP、佐賀新聞HP（平成27年8月18日）

参考10
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国道115号相馬福島道路等の

沿線地域の現況

（地域連携アクション事例に関連するもの）

平成28年2月5日

国土交通省 東北地方整備局

福島河川国道事務所

資料－５
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奥州市 （万円）
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いわき市
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福島市
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米沢市
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北上市

上北郡六ヶ所村 （万円）

出典：H25工業統計

１．工業

平成25年の製造品出荷額等は、福島市が東北第4位、米沢市が第6位。
特に、情報通信機械器具製造業では、福島市が東北第1位、米沢市が第2位、伊達市

が第4位。

製造品出荷額等

製造業の
優位性が高い

▲東北地方における製造品出荷額等の上位市町村 ▲東北地方における製造品出荷額等の上位市町村
（情報通信機械器具製造業）

情報通信機械器具
製造業が強い

関連する地域連携アクション事例：事例１・２・３



2出典：H25工業統計

１．工業

福島県、山形県ともに、情報通信機械器具製造業の製造品出荷額等が全体の１割以
上。

福島市、伊達市、米沢市では全体の4割以上。

製造品出荷額等（情報通信機械器具製造業）

17.1%

12.2%

11.8%

8.2%8.1%

42.6% 山形県 H25

製造品出荷額等

約2兆3960億円

その他製造業

情報通信

機械器具製造業

化学工業

電子部品・デバイス・

電子回路製造業

食料品製造業

精算用機械

器具製造業

▲県別産業分類別製造品出荷額等 ▲市別産業分類別製造品出荷額等

福島市

相馬市山形県

伊達市

14.0%

9.1%

8.0%

7.9%

7.2%

53.8%

福島県 H25

製造品出荷額等

約4兆7630億円

情報通信

機械器具製造業

化学工業

飲料・たばこ・

飼料製造業

輸送用機械器具

製造業

電子部品・デバイス・

電子回路製造業

その他製造業

福島県

米沢市

情報通信機械器具製造業が
４割以上

出典：H25工業統計 ※町村は産業分類別製造品出荷額等のデータなし

関連する地域連携アクション事例：事例１・２・３
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出典：「福島県企業立地ガイド（2015.2）」
各市町村HP
東北地域工業団地検索システム

１．工業

国道115号相馬福島道路等の沿線の工業団地は22箇所、立地企業数は236社。
東北縦貫自動車道近隣の工業団地は分譲済みが多数。

工業団地

▲対象地域における工業団地位置図

▲沿線地域における工業団地一覧

米沢
八幡原中核

384.0 90% 62
電子部品・デバイス・
電子回路製造業(16)、
情報通信機械器具製造業（1）

米沢オフィス・
アルカディア

33.3 50% 11 業務用機械器具製造業(2)

桑折町 桑折 57.3 100% 32
業務用機械器具製造業(5)、
料品製造業(3)

福島 81.3 済 20
電子部品・デバイス・
電子回路製造業(4)

松川 17.2 56% 6 金属製品製造業(2)

福島西 46.1 93% 14
印刷・同関連業(3)、
情報通信機械器具製造業（3）

上名倉 13.9 済 19
飲料・たばこ・飼料製造業(3)
情報通信機械器具製造業（1）

北福島地区 － 済 6 食料品製造業(2)

南福島地区 39.5 済 4
プラスチック製品製造業(2)
情報通信機械器具製造業（1）

佐倉 22.4 済 3 情報通信機械器具製造業（1）

飯野 18.8 済 3

瀬上 15.2 済 12 食料品製造業(5)

佐倉西 21.8 済 12 金属製品製造業(4)

見城坂 19.0 92% 3 窯業・土石製品製造業(2)

梁川 52.0 65% 5
電子部品・デバイス・
電子回路製造業(2)

相馬中核
東地区

498.6 97% 13
化学工業(3)、
窯業・土石製品製造業(2)

相馬中核
西地区

133.9 73% 4

相馬南第二 11.4 25% 1 金属製品製造業(1)

相馬中核
東地区 X区画

3.7 92% 5 金属製品製造業(1)

駒ヶ嶺 2.0 0% 0
相馬港

5号埠頭
9.1 12% 1 石油製品・石炭製品製造業(1)

新地南 11.3 39% 0

新地町

相馬市

伊達市

福島市

米沢市

名称 分譲率 企業数
主な製造業業種

(企業数)
総面積

(ha)

関連する地域連携アクション事例：事例１・２・３
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１．工業

沿線地域間の取引は「福島市から伊達市への仕入れ」や「福島市・相馬市間の仕入
れ・納品」、「新地町から福島市への納品」等がみられるものの、関東地方との取引が
多くなっている。

沿線に立地する企業（情報通信機械器具製造業）の取引先

▼沿線地域に立地する企業の仕入先（％）

※各沿線市町ごとの全企業間取引数を100％としている。

▼沿線地域に立地する企業の納品先（％）

※本社間取引データであり、支社・支店等の取引は本社側で計上している。

関連する地域連携アクション事例：事例１・２・３
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１．工業

沿線地域間の取引は「福島市・伊達市間の仕入れ・納品」や「福島市・桑折町間の仕
入れ・納品」等がみられるものの、関東地方との取引が多くなっている。

沿線に立地する企業（全業種）の取引先

▼沿線地域に立地する企業の仕入先（％）

※各沿線市町ごとの全企業間取引数を100％としている。

▼沿線地域に立地する企業の納品先（％）

※本社間取引データであり、支社・支店等の取引は本社側で計上している。

関連する地域連携アクション事例：事例１・２・３
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２．農業

 ももの出荷量シェアは、福島県が約2割で全国第2位、山形県が約1割で全国第5位。
東京市場における8～9月の取扱量シェアは、福島が半数で全国1位、山形は約1割。
福島県内の市町村別出荷量シェアは、福島市が約4割、伊達市が約3割、桑折町が約

1割であり、3市町で県の総出荷量の8割を占める。

農産品シェア（もも）

▲もも出荷量都道府県順位（H26）

39%
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2%
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市
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見
町

桑
折
町

須
賀
川
市

▲もも出荷量福島県内市町村別出荷量シェア（H18）

出典：東京都中央卸売市場統計

35%

22%

12%
8% 6%

0%

20%

40%

60%

山梨 福島 長野 和歌山 山形

50%

25%

10% 9%
3%

0%

20%

40%

60%

福島 山梨 長野 山形 秋田

▲東京中央卸売市場におけるもも取扱量シェア（H26.8～9月）

出典：農林水産省統計

出典：農林水産省統計

▲もも出荷量山形県内市町村別出荷量シェア（H18）
出典：農林水産省統計
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関連する地域連携アクション事例：事例４・５・６・７
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２．農業

 りんごの出荷量シェアは、山形県・福島県あわせて1割程度。
 りんご（ふじ）の東京市場における10～12月の取扱量シェアは山形県が約3割で第2位。
福島県内の市町村別出荷量シェアは、福島市が約半数、伊達市が1割。

農産品シェア（りんご）

▲りんご出荷量都道府県順位（H26）

▲りんご出荷量 福島県内市町村別出荷量シェア（H18）
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5% 4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

青森 山形 長野 福島 岩手

▲東京中央卸売市場におけるりんご（ふじ）
取扱量シェア（H26.10～12月）

出典：東京都中央卸売市場統計

出典：農林水産省統計

出典：農林水産省統計

▲りんご出荷量 山形県内市町村別出荷量シェア（H18）
出典：農林水産省統計
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関連する地域連携アクション事例：事例４・５・６・７
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２．農業

夏秋きゅうりの出荷量シェアは、福島県が15％で全国トップ。
東京市場における7～9月の取扱量シェアは、福島県が約4割で第1位、山形県は5％。
福島県内の市町村別出荷量シェアは、伊達市が約2割、福島市が約1割。
山形県内の市町村別出荷量シェアは、 米沢市が約1割。

農産品シェア（きゅうり）

▲夏秋きゅうり出荷量都道府県順位（H25）

▲夏秋きゅうり山形県内市町村別出荷量シェア（H18）▲夏秋きゅうり福島県内市町村別出荷量シェア（H18）

出典：東京都中央卸売市場統計
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37%

17%
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福島 岩手 秋田 宮城 山形

▲東京中央卸売市場におけるきゅうり取扱量シェア
（H26.7～9月）

出典：農林水産省統計 出典：農林水産省統計

出典：農林水産省統計

関連する地域連携アクション事例：事例４・５・６・７



9

２．農業

アルストロメリアの出荷量は、山形県が約1割で全国第4位。
東京市場における取扱量シェアは、山形県が約1割で全国第3位。
山形県内の市町村別出荷シェアは、米沢市が約2割。

農産品シェア（アルストロメリア）

34%

18%
12% 12%

6%
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長野 愛知 北海道 山形 茨城
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39%
33%

10%
4% 4%
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10%

20%
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40%

50%

長野 愛知 山形 茨城 北海道

▲アルストロメリア出荷量都道府県順位（H26）

▲アルストロメリア山形県内市町村別出荷量シェア（H18）

出典：東京都中央卸売市場統計

▲東京中央卸売市場における
アルストロメリア取扱量シェア（H26）

出典：農林水産省統計

出典：農林水産省統計

出典：米沢市ＨＰ

関連する地域連携アクション事例：事例４・５・６・７
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２．農業

いちごの出荷量は、山形県・福島県とも全国シェアは低い。
東京市場のいちご（とちおとめ）の取扱シェアは、福島県が約2％で全国5位。
福島県内の市町村別出荷量シェアは、伊達市が約4割、福島市が約1割。

農産品シェア（いちご）

16%

11%

7% 7% 7%
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栃木 福岡 熊本 静岡 長崎
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75%

15%
3% 3% 2%

0%

20%
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60%
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栃木 茨城 千葉 愛知 福島

▲いちご出荷量都道府県順位（H26）

▲いちご 福島県内市町村別出荷量シェア（H18）

出典：東京都中央卸売市場統計

▲東京中央卸売市場におけるいちご（とちおとめ）
取扱量シェア（H26.3～4月）

出典：農林水産省統計

出典：農林水産省統計

関連する地域連携アクション事例：事例４・５・６・７
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２．農業

ぶどうの出荷量は、山形県が1割で全国3位。
東京市場のデラウェアの取扱量シェアは、山形県が約7割で全国トップ。
福島県内の市町村別出荷量シェアは、伊達市と福島市で約半数。

農産品シェア（ぶどう）

24%

16%

10%
8%

5%

0%

10%

20%

30%

山梨 長野 山形 岡山 福岡

74%

16%
8%

1% 0%
0%

20%

40%

60%

80%

100%

山形 山梨 大阪 島根 長野

▲ぶどう出荷量都道府県順位（H26）

▲山形県内市町村別出荷量シェア（H18）

出典：東京都中央卸売市場統計

▲東京中央卸売市場におけるぶどう（デラウェア）
取扱量シェア（H26.7～9月）

出典：農林水産省統計

出典：農林水産省統計
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▲福島県内市町村別出荷量シェア（H18）
出典：農林水産省統計

関連する地域連携アクション事例：事例４・５・６・７
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３．物流

相馬港の取扱貨物量

▲対象地域および周辺の港湾位置図および
相馬港を経由する内航フィーダーコンテナ航路

相馬港の取扱貨物量は、東北太平洋沿岸の重要港湾で小名浜港についで4位。
相馬港の内航フィーダーコンテナ航路は現在不定期での寄港となっている。

出典：福島県HP

関連する地域連携アクション事例：事例８・９・１０・１１・１２

▲東北・太平洋側港湾における取扱貨物量

出典：仙台塩釜、石巻／H26宮城県内全港湾取扱貨物（速報）(宮城県木部港湾課)
八戸／八戸港国際物流拠点化推進協議会HP
小名浜／国交省小名浜港湾事務所HP
相馬／福島県相馬港利用促進協議会HP
大船渡、釜石、宮古、久慈／岩手県HP
むつ小川原：港湾調査・港別集計値(H26 国交省)

（万トン）

rank 名称 合計

1 仙台塩釜 4,258

2 八戸 2,741

3 小名浜 1,789

4 相馬 523

5 石巻 376

6 大船渡 263

7 釜石 215

8 むつ小川原 84

9 宮古 53

10 久慈 12

東北合計 10,314

うち相馬港 5.1%

4,258
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仙台塩釜

八戸

小名浜

相馬

石巻

大船渡

釜石

むつ小川原

宮古

久慈

（万トン）
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３．物流

相馬港の取扱貨物量は、輸入が約8割。

相馬港の取扱貨物量の内訳

▲相馬港の海上出入貨物量割合（H26）および推移（H22‐26）

117
0 23 26 18

0

200

400

600

800

H22 H23 H24 H25 H26

（千トン） 海上出入貨物推移（相馬港・輸出）

516

33
157

273
362

0

200

400

600

800

H22 H23 H24 H25 H26

（千トン） 海上出入貨物推移（相馬港・移出）

関連する地域連携アクション事例：事例８・９・１０・１１・１２

出典：国交省小名浜港湾事務所資料

255
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424

752 720

0

200

400

600

800
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（千トン） 海上出入貨物推移（相馬港・移入）
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
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（千トン） 海上出入貨物推移（相馬港・全体）
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4,134

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H22 H23 H24 H25 H26

（千トン） 海上出入貨物推移（相馬港・輸入）
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３．物流

相馬港の取扱い貨物の品種は、鉱産品が９割以上。
外貿貨物の主な取扱い品目は、輸出が「完成自動車」、輸入が「石炭」等。
内貿貨物の主な取扱い品目は、移出が「非金属鉱物」等、移入が「砂利、セメント」等。

相馬港の取扱い品目

出典：小名浜税関HP、相馬市HP

▲海上出入貨物品種別割合の推移（H22‐26） ▲海上出入貨物品種別割合（H26）

完成自動車

石炭
非金属鉱物

非金属鉱物

砂利
非金属鉱物

93.5%

65.7%

93.1% 94.2% 93.9%

1.5%

8.8%

1.2% 1.4%

1.1%4.1%

24.8%

4.6% 3.3% 3.4%

1.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

特殊品

軽工業品

化学工業品

金属機械工業品

鉱産品

林産品

※1％未満の割合は非表示

関連する地域連携アクション事例：事例８・９・１０・１１・１２
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３．物流

福島県相馬港利用促進協議会では、東日本大震災の影響により利用が低迷している
相馬港コンテナ航路の利用促進を図るため、相馬港を利用してコンテナ輸送を行う荷
主および海運事業者に対して輸送費用の一部を助成する事業を行っている。

相馬港海上コンテナ輸送利用促進助成事業

▼相馬港海上コンテナ輸送利用促進助成事業リーフレット

出典：相馬市HP

関連する地域連携アクション事例：事例８・９・１０・１１・１２
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３．物流

福島県県北地域のコンテナ貨物は、約９割が京浜港、約１割が仙台港を利用。
山形県米沢市のコンテナ貨物は、約７割が京浜港、約２割が新潟港を利用。

福島県北地域や米沢市のコンテナ貨物の利用港湾

▼福島県県北地域、山形県米沢市の生産・消費コンテナ貨物の動向

出典：国土交通省資料

関連する地域連携アクション事例：事例８・９・１０・１１・１２
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４．観光

沿線地域のうち、米沢市や福島市には吾妻山の火山地帯があり、温泉地が多数存在。
道の駅や公園、スキー場など、レジャー・スポーツに関する施設も多数存在。

観光資源の立地状況

▼沿線地域の主な観光地点

出典：相馬市HP

入込客数5万人以上の地点について名称を表示。
※１ 吾妻山：噴火警報発令（噴火警戒レベル2）により火口周辺への立ち入り規制
※２ 沿岸部：東日本大震災の津波の影響により各所休止中

関連する地域連携アクション事例：事例１３・１４・１５・１６・１７・１８・１９
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４．観光

米沢市を訪れる団体観光ツアーの多くは、山形県内他市町村を訪れており、福島県内
の立寄りは少ない。

米沢市を訪れる団体観光ツアーの立寄り先

▼米沢市を訪れる団体観光ツアーの立寄り先

福島市への
立寄り14％

出典：出典：読売旅行HP、
クラブツーリズムHP、
阪急交通社HP
（いずれも平成27年10月23日時点）

関連する地域連携アクション事例：事例１３・１４・１５・１６・１７・１８・１９
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４．観光

福島市を訪れる団体観光ツアーの多くは、福島県内の会津・磐梯方面や新潟県、松島
を訪れており、山形県内への立寄りは少ない。

福島市を訪れる団体観光ツアーの立寄り先

▼福島市を訪れる団体観光ツアーの立寄り先

米沢市への
立寄り11％

出典：出典：読売旅行HP、
クラブツーリズムHP、
阪急交通社HP
（いずれも平成27年10月23日時点）

関連する地域連携アクション事例：事例１３・１４・１５・１６・１７・１８・１９
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４．観光

米沢市を訪れる個人観光・レジャー客の多くは、山形県内他市町や仙台を訪れており、
福島県内への立寄りは少ない。

米沢市を訪れる個人観光・レジャーの立寄り先

▼米沢市を訪れる個人観光・レジャーの立寄り先

関連する地域連携アクション事例：事例１３・１４・１５・１６・１７・１８・１９

福島市への
立寄り13％

「混雑統計®」©ZENRIN DataCom CO., LTD.
㈱NTTドコモが提供する「ドコモ地図ナビ」において、

利用者の承諾を得て取得・蓄積された
H27.9～11（休日）の位置情報データを集計し、

人々の流動パターンを定量化・可視化した統計データ

会津若松市

北塩原村喜多方市



21

４．観光

福島市を訪れる個人観光・レジャー客の多くは、福島県内の郡山・二本松方面や仙台
を訪れており、山形県内への立寄りは少ない。

福島市を訪れる個人観光・レジャーの立寄り先

▼福島市を訪れる個人観光・レジャーの立寄り先

関連する地域連携アクション事例：事例１３・１４・１５・１６・１７・１８・１９

米沢市への
立寄り5％

米沢市

「混雑統計®」©ZENRIN DataCom CO., LTD.
㈱NTTドコモが提供する「ドコモ地図ナビ」において、

利用者の承諾を得て取得・蓄積された
H27.9～11（休日）の位置情報データを集計し、

人々の流動パターンを定量化・可視化した統計データ



22

４．観光

パークゴルフ場や温泉・入浴施設、フルーツ狩り、美術館・博物館・科学館等が、沿線
地域に共通する観光資源となっている。

沿線地域に共通する観光資源

▼対象地域において共通な観光資源一覧

米沢市 福島市 伊達市 桑折町 相馬市 新地町

愛宕パークゴルフ場  福島市パークゴルフ場  梁川パークゴルフ場 相馬光陽パークゴルフ場 やく草の森新地パークゴルフ場
松川浦パークゴルフ場 鹿狼山パークゴルフ倶楽部

白布 飯坂温泉 つきだて花工房 うぶかの郷 蒲庭温泉　蒲庭館 鹿狼の湯
新高湯 土湯温泉 りょうぜん紅彩館 松川浦温泉　ホテル飛天
小野川 土湯峠温泉郷
滑川 高湯温泉
姥湯
五色
湯の沢
大平

さくらんぼ さくらんぼ さくらんぼ さくらんぼ
桃 桃 桃
ブルーベリー ブルーベリー ブルーベリー

ぶどう ぶどう
いちご

りんご
梨

笹野民芸館 県立美術館 伊達市梁川美術館 種徳美術館 相馬市歴史資料収蔵館 くるめがすりの家
宮坂考古館 古関裕而記念館 伊達市保原歴史文化資料館 相馬市歴史民俗資料館 観海堂
東光の酒蔵 花の写真館
米沢市上杉博物館 御倉邸　おぐらてい（旧日本銀行支店長役宅）
米沢織物歴史資料館 旧堀切邸
農村文化研究所置賜民俗資料館 西田記念館
原始布 古代織参考館 福島片岡鶴太郎美術庭園
上杉神社稽照殿 飯坂明治大正ガラス美術館
米沢市児童会館（プラネタリウム） 福島市子どもの夢を育む施設こむこむ館

福島市浄土平天文台
福島県歴史資料館
千貫森公園（UFOふれあい館）
福島市民家園

パークゴルフ場

温泉・入浴施設

フルーツ狩り

美術館・博物館
・科学館等

関連する地域連携アクション事例：事例１３・１４・１５・１６・１７・１８・１９
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４．観光

福島県庁や山形県庁、福島市役所および米沢市役所の食堂は、一般利用も可能と
なっている。

一般利用が可能な県庁、市役所等の食堂

▼一般利用が可能な自治体庁舎の食堂

出典：福島市役所HP、福島県庁消費組合HP、やまがた県庁食堂HP

米沢市役所

山形県庁

福島市役所

福島県庁

関連する地域連携アクション事例：事例１３・１４・１５・１６・１７・１８・１９
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４．観光

いずれの市町村においても広報誌を発行しており、発行頻度は月1～2回である。

各市町村の広報誌

▼対象地域各市町村広報誌

出典：各市町村HP

関連する地域連携アクション事例：事例１３・１４・１５・１６・１７・１８・１９
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５．観光（道の駅）

対象地域内には、「田沢」、「つちゆ」、「そうま」の3駅が立地。
国見町において「道の駅くにみ（仮称）」が平成28年度に開業予定。
米沢市において「道の駅よねざわ（仮称）」が平成29年度に開業予定。
福島市や伊達市において「道の駅」が計画中。

道の駅の動向

▼対象地域および周辺市町村の道の駅位置（H27現在）

出典：国道交通省東北地方整備局HP
米沢市、伊達市HP

山形県 宮城県

福島県

関連する地域連携アクション事例：事例２０・２１
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６．その他 関連する地域連携アクション事例：事例４

出典：東邦銀行ＨＰ、桑折町ＨＰ

東邦銀行（福島県福島市）では、地方自治体が抱える課題に連携して取組み、地域の
復興・発展に貢献することを目的として、地方自治体との「包括連携協定」を締結

相馬福島道路の全ての沿線市町と協定を締結

東邦銀行と地方自治体との「包括連携協定」

▲桑折町と東邦銀行との
包括連携協定締結式の様子

【相馬福島道路沿線市町との包括連携協定の締結年度】

• 平成２５年度：伊達市、福島市

• 平成２６年度：相馬市

• 平成２７年度：桑折町、新地町

※福島県及び県内１８市町村と協定を締結済み

【桑折町と東邦銀行との協定締結内容（連携事項）】

（1）人口減少対策・地域経済活性化に関すること。

（2）地域産品の販売および観光の振興に関すること。

（3）災害対策に関すること。

（4）地域および暮らしの安全・安心に関すること。

（5）その他地域社会の活性化および町民サービスの

向上に関すること。
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